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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

基準目次 １２節 土工 １２節 土工 土木基準を参照する
目次-5 １．総則 3-12- 1 １．総則 3-12- 1 ため削除

２．土工 3-12- 5 ２．土工 3-12- 4
３．作業土工（床掘工） 3-12-26 参考資料
４．作業土工（埋戻工） 3-12-31 参考資料－１ ダンプトラックの運搬（中詰材）
参考資料 補足資料
参考資料－１ ダンプトラックの運搬（中詰材） 補足資料－１ 土工

補足資料
補足資料－１ 土工

１５節 構造物撤去工 １５節 構造物撤去工
１．総則 3-15- 1 １．総則 3-15- 1
２．取壊し工 3-15- 2 ２．取壊し工 3-15- 2
３．撤去工 3-15- 7 ３．撤去工 3-15- 4

第2章1節 ２－２－１ 材料単価 ２－２－１ 材料単価 記載の修正
直接工事費 １）物価資料による場合 １）物価資料による場合

2-1-2 (1) 決定方法 (1) 決定方法
「積算資料」（(財)経済調査会）および「建設物価」（(財)建設物価調査会）（以下「物価資料」とい 「積算資料」（(財)経済調査会）および「建設物価」（(財)建設物価調査会）（以下「物価資料」とい

う）に掲載されている価格の平均値（有効数字３桁、４桁目切り捨て）とし、単価が３桁未満の際は整数位 う）に掲載されている実勢価格を平均し、単価の有効桁の大きい方の桁を決定額の有効桁とする。
止少数以下切り捨て、掲載が有効数字２桁を採用し、平均後に３桁目が発生した際も有効数字３桁とする。 ただし、大きい方の有効桁が３桁未満のときは、決定額の有効桁は３桁とする。
ただし、一方の資料のみに掲載されている品目については、掲載されている価格とする。 また、一方の資料にしか掲載のないものについては、その価格とする。

＜例＞１）入力単価の有効桁数の大きい方を有効桁とする場合 ＜例＞１）入力単価の有効桁数の大きい方を有効桁とする場合
建設物価 33,500円（有効桁３桁） 積算資料 34,000円（有効桁２桁） 建設物価 33,500円（有効桁３桁） 積算資料 34,000円（有効桁２桁）
平均額 33,750円 平均額 33,750円
決定額 33,700円（有効桁３桁、４桁以降切り捨て） 決定額 33,700円（有効桁３桁、４桁以降切り捨て）

＜例＞２）入力単価の有効桁数が３桁未満のために３桁を有効桁とする場合 ＜例＞２）入力単価の有効桁数が３桁未満のために３桁を有効桁とする場合
建設物価 560円（有効桁２桁） 積算資料 570円（有効桁２桁） 建設物価 560円（有効桁２桁） 積算資料 570円（有効桁２桁）
平均額 565円 平均額 565円
決定額 565円（最小有効桁３桁、４桁以降切り捨て） 決定額 565円（最小有効桁３桁、４桁以降切り捨て）

＜例＞３）入力単価の有効桁数が３桁未満で小数が発生する場合 計算例の追加
建設物価 95円（有効桁２桁） 積算資料 90円（有効桁１桁）
平均額 92.5円
決定額 92.5円（最小有効桁３桁、４桁以降切り捨て）

第2章1節 ５．市場単価・賃料の取扱い ５．賃料の取扱い 重複するため削除
直接工事費 １）市場単価・賃料の端数処理、更新等については、以下によることを原則とする。 削除
2-1-(13) (1) 市場単価

市場単価については、掲載誌が１誌のみの場合は掲載の単価を採用し、掲載誌が２誌となる場合、両誌
を平均し、端数処理（上位３桁有効４桁目切り捨て）を行った単価を採用する。
なお、単価が３桁未満となる際は、整数位止め小数以下切り捨てとする。
また、掲載が有効桁２桁を採用し、平均後に３桁目が発生した際も上位３桁有効とする。
鉄筋加工組立については、単位をｔから㎏へ変換して採用していることから、小数以下を有効とし上位
３桁を採用する。

(2) 賃料
賃料の算出方法は、掲載単価毎に長期割引、月極料金から日当り料金への変換（端数処理無し）をした 賃料の算出方法は、掲載単価毎に長期割引、月極料金から日当り料金への変換（端数処理無し）をした後に
後に両誌を平均し、端数処理（上位３桁有効４桁目切り捨て）を行った単価を採用する。 両誌を平均し、端数処理を行った単価を採用する。
長期割引の有無については、工期または使用期間等を勘案し適切に判断するものとする。 端数処理は「本節 2-2-1 材料単価 1)物価資料による場合」を適用する。
なお、単価が３桁未満となる際は、整数位止め小数以下切り捨てとする。 長期割引の有無については、工期または使用期間等を勘案し適切に判断するものとする。
また、掲載が有効桁２桁を採用し、平均後に３桁目が発生した際も上位３桁有効とする。

(例) 削除
Ａ誌 ８，５５０円 Ａ誌 ９５円
Ｂ誌 ８，５００円 Ｂ誌 ９０円
平均 ８，５２５円 ≒ ８，５２０円（採用） 平均 ９２．５円 ≒ ９２円（採用）

Ａ誌 ８，４００円
Ｂ誌 ８，５００円
平均 ８，４５０円（採用）

第2章1節 ＜作業専用付属品及び港湾工事用付属機器＞ ＜作業船用付属品及び港湾工事用付属機器＞ 誤字の修正
直接工事費
2-1-(15)
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第2章1節 工 種 名 標 準 作 業 能 力 等 削除 土木基準を参照する

直接工事費 12節 土工 ため削除

2-1-(21) ２．土工 ①掘削

破砕 集積
押土 障害

岩 片除 押土 作業日当り
土質 施工方法 の の 施工数量

質 去の の 標準作業量
有無 有無

有無 有無

普通土30,000m3未
－ － 320m3/日

有り － 満又は湿地軟弱土

30,000m3以上 － － 710m3/日
オープン

－ 50,000m3未満 － － 300m3/日
カット 無し

50,000m3以上 － － 500m3/日
無し

50,000m3未満 － － 190m3/日
有り

50,000m3以上 － － 320m3/日
土砂

片切掘削 － － － － － － 220m3/日

現場制約
－ － － － － － 4m3/日

あり

小規模
－ － 37m3/日

上記以外 (標準)
－ － －

(小規模) 小規模
－ － 15m3/日

(標準以外)

50,000m3未満 － － 230m3/日
無し

岩塊 オープン 50,000m3以上 － － 410m3/日
－ －

・ カット 50,000m3未満 － － 140m3/日
有り

玉石 50,000m3以上 － － 260m3/日

現場制約
－ － － － － － 3m3/日

あり

②土砂等運搬

土砂等 積込機種 DID区間 作業日当り
土質 運搬距離

発生現場 ・規格 の有無 標準作業量

0.3km以下 154m3/日

0.5km以下 133m3/日

1.0km以下 118m3/日

1.5km以下 105m3/日

2.0km以下 91m3/日

3.0km以下 77m3/日

4.0km以下 67m3/日

無し 5.5km以下 56m3/日

6.5km以下 48m3/日

7.5km以下 42m3/日

9.5km以下 37m3/日

11.5km以下 32m3/日

15.5km以下 26m3/日

22.5km以下 21m3/日

49.5km以下 16m3/日
バックホウ 土砂

60.0km以下 11m3/日
標準 山積0.8m3 (岩塊・玉石

0.3km以下 154m3/日
(平積0.6m3) 混り土含む)

0.5km以下 133m3/日

1.0km以下 118m3/日

1.5km以下 105m3/日

2.0km以下 91m3/日

3.0km以下 77m3/日

3.5km以下 67m3/日

有り 5.0km以下 56m3/日

6.0km以下 48m3/日

7.0km以下 42m3/日

8.5km以下 37m3/日

11.0km以下 32m3/日

14.0km以下 26m3/日

19.5km以下 21m3/日

31.5km以下 16m3/日

60.0km以下 11m3/日
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第2章1節 削除 土木基準を参照する
直接工事費 ため修正

2-1-(22)～(25)

第2章1節 削除 土木基準を参照する

直接工事費 工 種 名 標 準 作 業 能 力 等 ため修正

2-1-(26) ③埋戻し

締固めの 作業日当り
施工方法 土質

有無 標準作業量

最小埋戻幅4m以上 － － 270m3/日

最大埋戻幅4m以上 － － 96m3/日

最大埋戻幅1m以上4m未満 － － 61m3/日

最大埋戻幅1m未満 － － 33m3/日

上記以外(小規模) 土砂 － 40m3/日

④タンパ締固め

作業日当り標準作業量
36

(m3/日)

第2章1節 15節 構造物撤去工 削除 土木基準を参照する

直接工事費 ２．取壊し工 コンクリートガラ運搬 ため修正

2-1-(29) 2-1 コンクリート
DID区間 作業日当り

取壊し ガラ発生作業 積込工法区分 運搬距離
の有無 標準作業量

0.3km以下 118m3/日

0.5km以下 103m3/日

1.0km以下 90m3/日

1.5km以下 81m3/日

2.0km以下 70m3/日

3.0km以下 59m3/日

4.0km以下 51m3/日

無し 5.5km以下 43m3/日

6.5km以下 37m3/日

7.5km以下 32m3/日

9.5km以下 28m3/日

11.5km以下 25m3/日

15.5km以下 20m3/日

22.5km以下 16m3/日

49.5km以下 12m3/日
コンクリート

60.0km以下 8m3/日
(無筋・鉄筋)構造物 機械積込

0.3km以下 118m3/日
とりこわし

0.5km以下 103m3/日

1.0km以下 90m3/日

1.5km以下 81m3/日

2.0km以下 70m3/日

3.0km以下 59m3/日

3.5km以下 51m3/日

有り 5.0km以下 43m3/日

6.0km以下 37m3/日

7.0km以下 32m3/日

8.5km以下 28m3/日

11.0km以下 25m3/日

14.0km以下 20m3/日

19.5km以下 16m3/日

31.5km以下 12m3/日

60.0km以下 8m3/日

第2章1節 削除 土木基準を参照する
直接工事費 ため修正
2-1-(30)
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第2章2節
間接工事費 表－④ 一般管理費等率 表－④ 一般管理費等率
2-3-1

工事原価 500万円以下 500万円を超え30億円以下 30億円を超えるもの 工事原価 500万円以下 500万円を超え30億円以下 30億円を超えるもの

算定式により算出された率とす 算定式により算出された率とす
適用 下記の率とする る｡ただし､定数値は下記による 下記の率とする 適用 下記の率とする る｡ただし､定数値は下記による 下記の率とする

区分等 区分等
ａ ｂ ａ ｂ

一般管理費等率 20.29 ％ －4.63586 51.34242 7.41 ％ 一般管理費等率 22.72 ％ －5.48972 59.4977 7.47 ％

一般管理費等率の算定式 一般管理費等率の算定式

ＧＰ ＝ ａ・log(ＣＰ) ＋ ｂ （小数３位四捨五入） ＧＰ ＝ ａ・log(ＣＰ) ＋ ｂ （小数３位四捨五入）
ただし、 ただし、

ＧＰ : 一般管理費等率（％） ＧＰ : 一般管理費等率（％）
ＣＰ : 工事原価（円） ＣＰ : 工事原価（円）
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第2章2節 ２－１０－２ 積算方法 削除 違算防止のため削除
間接工事費 (6) 労務者および作業船乗組員の海上輸送に要する費用（主たる作業区域が海上の場合）

2-2-6 語句の修正
２－１１－２ イメ－ジアップ経費の構成 ２－１１－２ イメ－ジアップ経費の構成

ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ経費 仮 設 備 関 係 仮設備の設置、美装化に要する費用 ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ経費 仮 設 備 関 係 仮設備の設置、美装化に要する費用
垂れ幕（横断幕）、工事看板（説明板・案内板・ＰＲ看板）、 垂れ幕（横断幕）、工事看板（説明板・案内板・ＰＲ看板）、
緑化・花壇（椅子・ベンチ含む）、ライトアップ 緑化・花壇（椅子・ベンチ含む）、ライトアップ

安 全 関 係 安全器具の美装化、清掃に要する費用 安 全 関 係 安全器具の美装化、清掃に要する費用
器具美装化｛バリケ－ド、転落防止柵（足場・安全ネット）、 器具美装化｛バリケ－ド、転落防止柵（足場・安全ネット）、
工事標識、安全標識照明、安全器機（カラ－コ－ン・回転 工事標識、安全標識照明、安全器機（カラ－コ－ン・回転

灯）、安全具（救命胴衣・安全浮環・ヘルメット・安全靴・安 灯）、安全具（救命胴衣・救命浮環・ヘルメット・安全靴・安
全帯・消火器）｝、清掃費 全帯・消火器）｝、清掃費

第3章1節 ２－２ 排砂管設備 3-1-21 削除 誤字の削除
浚渫・土捨工

目次 ３－２ 土運船運搬 3-1-27

４－２ 土運船運搬 3-1-33

５－２ 土運船運搬 3-1-39

第3章1節 １－５－３ 浚渫船の船種別標準最大作業水深 １－５－３ 浚渫船の船種別標準最大作業水深 改訂に伴う追加修正
浚渫・土捨工

船 種 規 格 標準最大作業水深 摘 要 船 種 規 格 標準最大作業水深 摘 要
3-1-4

ポ ン プ 浚 渫 船 鋼Ｄ1,350PS型 15ｍ未満 ポ ン プ 浚 渫 船 鋼Ｄ1,350PS型 15ｍ未満

〃 2,250 〃 18 〃 〃 2,250 〃 18 〃

〃 3,200 〃 20 〃 〃 3,200 〃 20 〃

〃 4,000 〃 22 〃 〃 4,000 〃 22 〃

〃 6,000 〃 28 〃 〃 6,000 〃 28 〃

〃 8,000 〃 30 〃 〃 8,000 〃 30 〃

グ ラ ブ 浚 渫 船 鋼Ｄ 2.5ｍ３ 20ｍ未満 グ ラ ブ 浚 渫 船 鋼Ｄ 2.5ｍ３ 25ｍ未満

（普通地盤用） 〃 5.0〃 30 〃 （普通地盤用） 〃 5.0〃 30 〃

〃 9.0〃 40 〃 〃 9.0〃 40 〃

〃 15.0〃 45 〃 〃 15.0〃 45 〃

〃 23.0〃 50 〃 〃 23.0〃 55 〃

グ ラ ブ 浚 渫 船 フ ラ イ 級 鋼Ｄ 3.5ｍ３ 30ｍ未満 〃 30.0〃 60 〃

（硬土盤用） ラ イ ト 級 〃 5.5〃 40 〃 グ ラ ブ 浚 渫 船 フ ラ イ 級 鋼Ｄ 3.5ｍ３ 30ｍ未満

ヘ ビ ー 級 〃 7.5〃 45 〃 （硬土盤用） ラ イ ト 級 〃 5.5〃 40 〃

ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級 〃 11.5〃 50 〃 ヘ ビ ー 級 〃 7.5〃 45 〃

ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級 〃 11.5〃 55 〃

第3章1節 ２）代価表 ２）代価表 名称、摘要の修正
浚渫・土捨工 (1) ポンプ浚渫 １日（ ｍ３）当り (1) ポンプ浚渫 １日（ ｍ３）当り

3-1-21 以降、全ての代価に
名 称 形状寸法 単位 数量 摘 要 名 称 形状寸法 単位 数量 摘 要 適用する。

ポンプ浚渫船 運転 鋼Ｄ PS型 日 1 運16Ｈ／就22Ｈ ポンプ浚渫船 鋼Ｄ PS型 日 1 運16Ｈ／就22Ｈ

揚 錨 船 〃 鋼Ｄ ｔ吊 〃 1 就業8Ｈ 揚 錨 船 鋼Ｄ ｔ吊 〃 1 就業8Ｈ

GNSS測位装置損料 〃 1 GNSS測位装置 〃 1 損料

中継ポンプ船 運転 鋼Ｄ PS型 〃 運 Ｈ／就 Ｈ 中継ポンプ船 鋼Ｄ PS型 〃 運 Ｈ／就 Ｈ

雑 材 料 雑 材 料

(2) ポンプ浚渫船拘束 １式当り (2) ポンプ浚渫船拘束 １式当り

名 称 形状寸法 単位 数量 摘 要 名 称 形状寸法 単位 数量 摘 要

ポンプ浚渫船 供用 鋼Ｄ PS型 日 ポンプ浚渫船 鋼Ｄ PS型 日 供用

揚 錨 船 〃 鋼Ｄ ｔ吊 〃 揚 錨 船 鋼Ｄ ｔ吊 〃 供用

GNSS測位装置損料 〃 GNSS測位装置 〃 損料

中継ポンプ船 供用 鋼Ｄ PS型 〃 中継ポンプ船 鋼Ｄ PS型 〃 供用
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章1節 ２）標準グラブ規格の選定フロー ２）標準グラブ規格の選定フロー 改訂に伴う追加修正
浚渫・土捨工

3-1-24 規格選定スタート
規格選定スタート

※浚渫水深は、朔望平均満潮面（Ｈ.Ｗ.Ｌ．）
※ 浚渫水深は、朔望平均満潮面（Ｈ.Ｗ.Ｌ．） 浚渫水深は？

浚渫水深は？ を基準とする水深である。
を基準とする水深である。

25ｍ未満 25～30ｍ未満 30～40ｍ未満 45ｍ未満 55ｍ未満 55ｍ以上
20ｍ未満 30ｍ未満 40ｍ未満 45ｍ未満 45ｍ以上

鋼Ｄ15ｍ３ 鋼Ｄ23ｍ３ 鋼Ｄ30ｍ３

鋼Ｄ15ｍ３ 鋼Ｄ23ｍ３ ①へ ②へ ③へ
①へ ②へ ③へ 鋼Ｄ23ｍ３ 鋼Ｄ30ｍ３

または
鋼Ｄ30ｍ３

鋼Ｄ23ｍ３

①浚渫水深20m未満 ①浚渫水深25m未満

浚 渫 土 量 浚 渫 土 量

10,000m３以上 30,000m３以上 50,000m３以上 10,000m３以上 20,000m３以上 40,000m３以上 90,000m３以上
10,000m３未満 90,000m３以上 10,000m３未満 110,000m３以上

30,000m３未満 50,000m３未満 90,000m３未満 20,000m３未満 40,000m３未満 90,000m３未満 110,000m３未満

1m未満 鋼Ｄ2.5m３ 1m未満 鋼Ｄ2.5m３

土 土
1m以上 鋼Ｄ5m３ 1m以上 鋼Ｄ5m３

鋼Ｄ 5m３ 鋼Ｄ 5m３

厚 2m未満 鋼Ｄ9m３ 厚 2m未満 鋼Ｄ9m３

鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ23m３ 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ23m３ 鋼Ｄ30m３

2m以上 2m以上
区 鋼Ｄ 9m３ 鋼Ｄ9m３ 区 鋼Ｄ 9m３ 鋼Ｄ9m３

4m未満 4m未満

分 分
4m以上 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ15m３ 4m以上 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ15m３

②浚渫水深20m以上30m未満 ②浚渫水深25m以上30m未満

浚 渫 土 量 浚 渫 土 量

30,000m３以上 50,000m３以上 20,000m３以上 40,000m３以上 90,000m３以上
30,000m３未満 90,000m３以上 20,000m３未満 110,000m３以上

50,000m３未満 90,000m３未満 40,000m３未満 90,000m３未満 110,000m３未満

2m未満 鋼Ｄ5m３ 2m未満 鋼Ｄ5m３

土 土
2m以上 鋼Ｄ9m３ 2m以上 鋼Ｄ9m３

厚 鋼Ｄ9m３ 厚 鋼Ｄ9m３

4m未満 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ23m３ 4m未満 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ23m３ 鋼Ｄ30m３

区 区

分 4m以上 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ15m３ 分 4m以上 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ15m３

③浚渫水深30m以上40m未満 ③浚渫水深30m以上40m未満

浚 渫 土 量 浚 渫 土 量

30,000m３以上 50,000m３以上 20,000m３以上 40,000m３以上 90,000m３以上
30,000m３未満 90,000m３以上 20,000m３未満 110,000m３以上

50,000m３未満 90,000m３未満 40,000m３未満 90,000m３未満 110,000m３未満

土 土
4m未満 鋼Ｄ9m３ 鋼Ｄ9m３ 4m未満 鋼Ｄ9m３ 鋼Ｄ9m３

厚 厚
鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ23m３ 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ23m３ 鋼Ｄ30m３

区 区
4m以上 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ15m３ 4m以上 鋼Ｄ15m３ 鋼Ｄ15m３

分 分

３－１－５ 主作業船の規格区分と船団構成 ３－１－５ 主作業船の規格区分と船団構成
１）主作業船の規格区分 １）主作業船の規格区分

グラブ浚渫船（普通地盤用） 実装グラブ （普通地盤用） グラブ浚渫船（普通地盤用） 実装グラブ （普通地盤用）
摘 要 摘 要

の規格区分 の範囲（ｍ３） の規格区分 の範囲（ｍ３）

鋼Ｄ 2.5ｍ３ 1.5＜ ≦ 3.5 アンカー式 鋼Ｄ 2.5ｍ３ 1.5＜ ≦ 3.5 アンカー式

〃 5 〃 3.5＜ ≦ 7.0 〃 〃 5 〃 3.5＜ ≦ 7.0 〃

〃 9 〃 7.0＜ ≦11.5 〃 〃 9 〃 7.0＜ ≦11.5 〃

〃 15 〃 11.5＜ ≦18.0 スパッド式 〃 15 〃 11.5＜ ≦18.0 スパッド式

〃 23 〃 18.0＜ ≦28.0 〃 〃 23 〃 18.0＜ ≦26.5 〃

注）なお、アンカー式およびスパッド式については、現場条件により別途考慮する 〃 30 〃 26.5＜ ≦31.0 〃
ことができる。

注）なお、アンカー式およびスパッド式については、現場条件により別途考慮する
ことができる。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章1節 ２）標準的な船団構成 ２）標準的な船団構成 改訂に伴う追加修正
浚渫・土捨工

3-1-25 アンカー式 スパッド式 アンカー式 スパッド式
グラブ浚渫船 グラブ浚渫船

付属作業船 付属作業船 付属作業船 付属作業船
（普通地盤用） （普通地盤用）

船 種 規 格 船 種 規 格 船 種 規 格 船 種 規 格

鋼 Ｄ 2.5ｍ３ 揚錨船 鋼 Ｄ 3ｔ吊 引 船 鋼 Ｄ 450PS型 鋼 Ｄ 2.5ｍ３ 揚錨船 鋼 Ｄ 5ｔ吊 引 船 鋼 Ｄ 600PS型

〃 5 〃 〃 〃 5 〃 〃 〃 600 〃 〃 5 〃 〃 〃 5 〃 〃 〃 600 〃

〃 9 〃 〃 〃 10 〃 〃 〃 1,200 〃 〃 9 〃 〃 〃 10 〃 〃 〃 1,200 〃

〃 15 〃 〃 〃 10 〃 〃 〃 1,500 〃 〃 15 〃 〃 〃 10 〃 〃 〃 1,500 〃

〃 23 〃 〃 〃 15 〃 〃 〃 2,000 〃 〃 23 〃 〃 〃 15 〃 〃 〃 2,000 〃

〃 30 〃 〃 〃 15 〃 〃 〃 2,000 〃

３－１－６ 施工歩掛 ３－１－６ 施工歩掛
１）作業能力 １）作業能力

(2) １時間当り浚渫能力（ｍ３／h）と土量の標準変化率 (2) １時間当り浚渫能力（ｍ３／h）と土量の標準変化率

土 質 標準変 グラブ浚渫船（普通地盤用）規格 土 質 標準変 グラブ浚渫船（普通地盤用）規格

分 類 Ｎ値、状態 化率ｆ 鋼D2.5m３ 鋼D5m３ 鋼D9m３ 鋼D15m３ 鋼D23m３ 分 類 Ｎ値、状態 化率ｆ 鋼D2.5m３ 鋼D5m３ 鋼D9m３ 鋼D15m３ 鋼D23m３ 鋼D30m３

10未満 0.95 128.3 250.8 416.4 615.6 786.6 10未満 0.95 119.7 235.1 393.3 586.3 755.1 884.5
粘 土 質 土 砂 粘 土 質 土 砂

10～30 〃 0.90 81.0 162.0 308.8 486.0 621.0 10～30 〃 0.90 75.6 151.9 291.6 462.9 596.2 737.4

10 〃 0.90 104.1 205.2 360.2 534.6 683.1 10 〃 0.90 97.2 192.4 340.2 509.1 655.8 804.4
砂 質 土 砂 砂 質 土 砂

10～30 〃 0.85 71.0 142.8 243.0 390.2 527.9 10～30 〃 0.85 66.3 133.9 229.5 371.6 506.7 601.4

レキ混り土砂 30 〃 0.85 38.3 91.8 178.2 275.4 381.2 レキ混り土砂 30 〃 0.85 35.7 86.1 168.3 262.3 366.0 443.2

(3) 能力係数等 (3) 能力係数等
①土厚区分能力係数（Ｅ１） ①土厚区分能力係数（Ｅ１）

グラブ浚渫船（普通地盤用）規格別の土厚区分の補足表 グラブ浚渫船（普通地盤用）規格別の土厚区分の補足表

グラブ浚渫船規格 土厚区分の適用明細 グラブ浚渫船規格 土厚区分の適用明細
摘 要 摘 要

（普通地盤用） 普 通 やや薄い 薄 い 非常に薄い （普通地盤用） 普 通 やや薄い 薄 い 非常に薄い

鋼Ｄ 2.5ｍ３ 土厚に係わらず 鋼Ｄ 2.5ｍ３ 土厚に係わらず

〃 5 〃 1.0ｍ以上 1.0ｍ未満 〃 5 〃 1.0ｍ以上 1.0ｍ未満

〃 9 〃 2.0 〃 1.0ｍ以上 1.0ｍ未満 〃 9 〃 2.0 〃 1.0ｍ以上 1.0ｍ未満

〃 15 〃 〃 15 〃
4.0 〃 2.0 〃 1.0ｍ以上 1.0ｍ未満

〃 23 〃 〃 23 〃 4.0 〃 2.0 〃 1.0ｍ以上 1.0ｍ未満

〃 30 〃

第3章1節 改訂に伴う追加
浚渫・土捨工 グ ラ ブ 浚 渫 船 規 格 グ ラ ブ 浚 渫 船 規 格

3-1-26 能力補正を行う土厚 土厚区分能力係数 能力補正を行う土厚 土厚区分能力係数
（ 普 通 地 盤 用 ） （ 普 通 地 盤 用 ）

鋼Ｄ 2.5ｍ３ － 0.85 鋼Ｄ 2.5ｍ３ － 0.85

〃 5 〃 0.70 〃 5 〃 0.70

〃 9 〃 0.60 〃 9 〃 0.60
ｈ＝1.0ｍ

〃 15 〃 0.50 〃 15 〃 ｈ＝1.0ｍ 0.50

〃 23 〃 0.50 〃 23 〃 0.50

〃 30 〃 0.50

第3章1節 (4) 浚渫船の一時退避に伴う運転時間の補正 (4) 浚渫船の一時退避に伴う運転時間の補正 改訂に伴う修正
浚渫・土捨工

3-1-27 グラブ浚渫船規格 グラブ浚渫船規格
１回の退避に要する往復時間 引 船 摘 要 １回の退避に要する往復時間 引 船 摘 要

（普通地盤用） （普通地盤用）

鋼Ｄ2.5～23ｍ３ 0.5h／回 鋼Ｄ350PS型 鋼Ｄ2.5～30ｍ３ 0.5h／回 鋼Ｄ350PS型

注）天候、潮流、波浪等の条件の悪い場合は、引船規格を別途考慮する。 注）天候、潮流、波浪等の条件の悪い場合は、引船規格を別途考慮する。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章1節 ２）標準グラブ規格の選定フロー ２）標準グラブ規格の選定フロー 改訂に伴う修正
浚渫・土捨工

3-1-30 規格選定スタート 規格選定スタート

※ 浚渫水深は、朔望平均満潮面（Ｈ.Ｗ.Ｌ．） ※ 浚渫水深は、朔望平均満潮面（Ｈ.Ｗ.Ｌ．）
浚渫水深は？ 浚渫水深は？

を基準とする水深である。 を基準とする水深である。

30ｍ未満 40ｍ未満 45ｍ未満 45ｍ以上 30ｍ未満 30～40ｍ未満 45ｍ未満 45ｍ以上

鋼Ｄ7.5ｍ３ 鋼Ｄ11.5ｍ３ 鋼Ｄ7.5ｍ３ 鋼Ｄ11.5ｍ３

①へ ②へ ①へ ②へ
または または

鋼Ｄ11.5ｍ３ 鋼Ｄ11.5ｍ３

①浚渫水深30m未満 ①浚渫水深30m未満

浚 渫 土 量 浚 渫 土 量

30,000m３以上 50,000m３以上 20,000m３以上 40,000m３以上
30,000m３未満 90,000m３以上 20,000m３未満 90,000m３以上

50,000m３未満 90,000m３未満 40,000m３未満 90,000m３未満

2m未満 鋼Ｄ3.5m３ 2m未満 鋼Ｄ3.5m３

土 土
2m以上 鋼Ｄ5.5m３ 2m以上 鋼Ｄ5.5m３

厚 鋼Ｄ5.5m３ 厚 鋼Ｄ5.5m３

4m未満 鋼Ｄ7.5m３ 鋼Ｄ11.5m３ 4m未満 鋼Ｄ7.5m３ 鋼Ｄ11.5m３

区 区

分 4m以上 鋼Ｄ7.5m３ 鋼Ｄ7.5m３ 分 4m以上 鋼Ｄ7.5m３ 鋼Ｄ7.5m３

②浚渫水深30m以上40m未満 ②浚渫水深30m以上40m未満

浚 渫 土 量 浚 渫 土 量

30,000m３以上 50,000m３以上 20,000m３以上 40,000m３以上
30,000m３未満 90,000m３以上 20,000m３未満 90,000m３以上

50,000m３未満 90,000m３未満 40,000m３未満 90,000m３未満

土 土
4m未満 鋼Ｄ5.5m３ 鋼Ｄ5.5m３ 4m未満 鋼Ｄ5.5m３ 鋼Ｄ5.5m３

厚 厚
鋼Ｄ7.5m３ 鋼Ｄ11.5m３ 鋼Ｄ7.5m３ 鋼Ｄ11.5m３

区 区
4m以上 鋼Ｄ7.5m３ 鋼Ｄ7.5m３ 4m以上 鋼Ｄ7.5m３ 鋼Ｄ7.5m３

分 分

第3章1節 ４－１－６ 施工歩掛 ４－１－６ 施工歩掛 改訂に伴う修正
浚渫・土捨工 １）作業能力 １）作業能力

3-1-31 (2) １時間当り浚渫能力（ｍ３／h）と土量の標準変化率 (2) １時間当り浚渫能力（ｍ３／h）と土量の標準変化率

土 質 グラブ浚渫船（硬土盤用）規格 土 質 グラブ浚渫船（硬土盤用）規格
標準変 標準変

フライ級 ライト級 ヘビー級 ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級 フライ級 ライト級 ヘビー級 ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級
分 類 Ｎ値、状態 化率ｆ 分 類 Ｎ値、状態 化率ｆ

鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３ 鋼D11.5m３ 鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３ 鋼D11.5m３

粘 土 質 土 砂 30～50未満 0.85 58.9 95.1 123.6 158.9 粘 土 質 土 砂 30～50未満 0.85 56.1 91.2 119.0 154.0

砂 質 土 砂 30～50 〃 0.80 55.4 89.5 116.3 149.6 砂 質 土 砂 30～50 〃 0.80 52.8 85.8 112.0 144.9

レキ混り土砂 30～50 〃 0.75 52.0 83.9 109.0 140.2 レキ混り土砂 30～50 〃 0.75 49.5 80.4 105.0 135.8

軟 質 0.75 37.8 64.6 93.5 130.2 軟 質 0.75 36.0 61.9 90.0 126.1
岩 盤 岩 盤

中 質 0.65 24.6 39.2 60.8 86.8 中 質 0.65 23.4 37.5 58.5 84.1



- 8 -

平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章1節 ２）グラブ浚渫船（岩盤用）の標準最大作業水深 ２）グラブ浚渫船（岩盤用）の標準最大作業水深 改訂に伴う修正
浚渫・土捨工

3-1-35 標準最大作業水深 標準最大作業水深
グラブ浚渫船（岩盤用）規格 摘 要 グラブ浚渫船（岩盤用）規格 摘 要

砕岩棒使用時 砕岩棒使用時

フライ級 鋼Ｄ3.5ｍ３ フライ級 鋼Ｄ3.5ｍ３

ライト級 〃 5.5〃 20ｍ未満 ライト級 〃 5.5〃 25ｍ未満

ヘビー級 〃 7.5〃 ヘビー級 〃 7.5〃

第3章1節 (2) 砕岩後浚渫 (2) 砕岩後浚渫 改訂に伴う修正
浚渫・土捨工 ②１時間当り砕岩後浚渫能力（ｍ３／h）と土量の標準変化率 ②１時間当り砕岩後浚渫能力（ｍ３／h）と土量の標準変化率

3-1-37
土 質 グラブ浚渫船（岩盤用）規格 土 質 グラブ浚渫船（岩盤用）規格

標準変 標準変
フライ級 ライト級 ヘビー級 フライ級 ライト級 ヘビー級

分 類 状 態 化率ｆ 分 類 状 態 化率ｆ
鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３ 鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３

岩 盤 硬 質 0.60 37.8 67.1 87.2 岩 盤 硬 質 0.60 36.0 64.4 84.0

第3章1節 ７－１－２－４ 作業船の規格区分と組合せ ７－１－２－４ 作業船の規格区分と組合せ 改訂に伴う追加修正
浚渫・土捨工 ２）グラブ浚渫船と土運船の組合せ ２）グラブ浚渫船と土運船の組合せ

3-1-51
土 運 船 規 格 土 運 船 規 格

船 種 ・ 規 格 船 種 ・ 規 格
曳 航 押 航 曳 航 押 航

鋼Ｄ 2.5ｍ３ 鋼 300ｍ３ 積 － 鋼Ｄ 2.5ｍ３ 鋼 300ｍ３ 積 －

〃 5 〃 〃 650 〃 鋼 650ｍ３ 積 〃 5 〃 〃 650 〃 鋼 650ｍ３ 積
グラブ浚渫船 グラブ浚渫船

〃 9 〃 〃 650 〃 〃 650 〃 〃 9 〃 〃 650 〃 〃 650 〃
（普通地盤用） （普通地盤用）

〃 15 〃 〃1,300 〃 〃 15 〃 〃1,300 〃 〃1,300 〃
－

〃 23 〃 〃1,300 〃 〃 23 〃 〃1,300 〃 〃1,300 〃

フ ラ イ 級 鋼Ｄ 3.5ｍ３ 鋼 650ｍ３ 積 鋼 650ｍ３ 積 〃 30 〃 〃1,300 〃 〃1,300 〃
グラブ浚渫船

ラ イ ト 級 〃 5.5〃 〃 650 〃 〃 650 〃 フ ラ イ 級 鋼Ｄ 3.5ｍ３ 鋼 650ｍ３ 積 鋼 650ｍ３ 積
（硬土盤用） グラブ浚渫船

ヘ ビ ー 級 〃 7.5〃 〃1,300 〃 ラ イ ト 級 〃 5.5〃 〃 650 〃 〃 650 〃
（岩 盤 用） － （硬土盤用）

ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞ-級 〃 11.5〃 〃1,300 〃 ヘ ビ ー 級 〃 7.5〃 〃1,300 〃 〃1,300 〃
（岩 盤 用）

注）スーパーヘビー級は、硬土盤用のみである。 ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞ-級 〃 11.5〃 〃1,300 〃 〃1,300 〃

注）1.スーパーヘビー級は、硬土盤用のみである。
2.平水区域、限定沿海区域、特定短距離区域で土運船を運搬する場合は押航とする。

３）土運船と引船押船の組合せ ３）土運船と引船押船の組合せ

土運船(曳航) 土運船(押航) 土運船(曳航) 土運船(押航)
引船規格 押船規格 引船規格 押船規格

規格区分 規格区分 規格区分 規格区分

鋼 300ｍ３積 鋼Ｄ 500PS型 鋼 650ｍ３積 鋼Ｄ 1,300PS型 鋼 300ｍ３積 鋼Ｄ 500PS型 鋼 650ｍ３積 鋼Ｄ 1,300PS型

〃 650 〃 〃 1,000 〃 〃 1,300 〃 〃 2,000 〃 〃 650 〃 〃 1,000 〃 〃 1,300 〃 〃 2,000 〃

注）天候、潮流、波浪等の条件の悪い場合は、引船押船規格を別途考慮することができる。 〃1,300 〃 〃 1,500 〃

注）天候、潮流、波浪等の条件の悪い場合は、引船押船規格を別途考慮することができる。

第3章1節 ８－２－６ 施工歩掛 ８－２－６ 施工歩掛 桁数の明示
浚渫・土捨工 (2) １時間当り基本揚土能力（ｑ１、ｍ３／h） (2) １時間当り基本揚土能力（ｑ１、ｍ３／h）

3-1-62 注）1.土質は、ポンプ浚渫における現地盤の土質分類を適用する。 注）1.土質は、ポンプ浚渫における現地盤の土質分類を適用する。
2.固結粘土や、レキ分が混入する場合等においては、実績を勘案し、基本揚土能力 2.固結粘土や、レキ分が混入する場合等においては、実績を勘案し、基本揚土能力

を低減することとする。 を低減することとする。
3.上表に示す排送距離間の揚土能力は、比例配分により算出する。 3.上表に示す排送距離間の揚土能力は、比例配分により算出する。(小数1位四捨五入)
4.排送距離が1,000mを超える場合の能力は、別途考慮する。 4.排送距離が1,000mを超える場合の能力は、別途考慮する。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章1節 １．１時間当り浚渫能力の算定 １．１時間当り浚渫能力の算定 改訂に伴う追加修正
浚渫・土捨工 １）基準グラブ公称容量（ｑ’） １）基準グラブ公称容量（ｑ’）

3-1-(3)
グ ラ ブ 浚 渫 船 規 格 グ ラ ブ 浚 渫 船 規 格

グ ラ ブ 鋼D2.5m３ 鋼D5m３ 鋼D9m３ 鋼D15m３ 鋼D23m３ グ ラ ブ 鋼D2.5m３ 鋼D5m３ 鋼D9m３ 鋼D15m３ 鋼D23m３ 鋼D30m３

摘 要 摘 要
種 別 フライ級 ライト級 ヘビー級 ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級 種 別 フライ級 ライト級 ヘビー級 ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級

鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３ 鋼D11.5m３ 鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３ 鋼D11.5m３

普通地盤用 2.5ｍ３ 5.0ｍ３ 9.0ｍ３ 15.0ｍ３ 23.0ｍ３ 普通地盤用 2.5ｍ３ 5.0ｍ３ 9.0ｍ３ 15.0ｍ３ 23.0ｍ３ 30.0ｍ３

硬 土 盤 用 － 3.5 〃 5.5 〃 7.5 〃 11.5 〃 硬 土 盤 用 － 3.5 〃 5.5 〃 7.5 〃 11.5 〃

岩 盤 用 － 3.5 〃 5.5 〃 7.5 〃 － 岩 盤 用 － 3.5 〃 5.5 〃 7.5 〃 －

３）掘削効率（Ｋ）とサイクルタイム（Cm） ３）掘削効率（Ｋ）とサイクルタイム（Cm）
(1) グラブ浚渫船（普通地盤用） (1) グラブ浚渫船（普通地盤用）

土 質 グラブ浚渫船（普通地盤用）規格 土 質 グラブ浚渫船（普通地盤用）規格
摘 摘

鋼D2.5m３ 鋼D5m３ 鋼D9m３ 鋼D15m３ 鋼D23m３ 鋼D2.5m３ 鋼D5m３ 鋼D9m３ 鋼D15m３ 鋼D23m３ 鋼D30m３

分 類 Ｎ値、状態 要 分 類 Ｎ値、状態 要
Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm

10未満 1.05 1.10 1.15 1.20 1.20 10未満 1.05 1.10 1.15 1.20 1.20 1.25
粘 土 質 土 砂 粘 土 質 土 砂

10～30 〃 0.70 0.75 0.90 1.00 1.00 10～30 〃 0.70 0.75 0.90 1.00 1.00 1.10

10 〃 0.90 70 0.95 75 1.05 85 1.10 100 1.10 120 10 〃 0.90 75 0.95 80 1.05 90 1.10 105 1.10 125 1.20 145
砂 質 土 砂 砂 質 土 砂

10～30 〃 0.65 0.70 0.75 0.85 0.90 10～30 〃 0.65 0.70 0.75 0.85 0.90 0.95

レキ混り土砂 30 〃 0.35 0.45 0.55 0.60 0.65 レキ混り土砂 30 〃 0.35 0.45 0.55 0.60 0.65 0.70

(2) グラブ浚渫船（硬土盤用） (2) グラブ浚渫船（硬土盤用）

土 質 グラブ浚渫船（硬土盤用）規格 土 質 グラブ浚渫船（硬土盤用）規格

フライ級 ライト級 ヘビー級 ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級 フライ級 ライト級 ヘビー級 ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級
摘 要 摘 要

分 類 Ｎ値、状態 鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３ 鋼D11.5m３ 分 類 Ｎ値、状態 鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３ 鋼D11.5m３

Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm

粘 土 質 土 砂 30～50未満 粘 土 質 土 砂 30～50未満

砂 質 土 砂 30～50 〃 0.55 0.65 0.70 0.70 砂 質 土 砂 30～50 〃 0.55 0.65 0.70 0.70

レキ混り土砂 30～50 〃 100 115 130 155 レキ混り土砂 30～50 〃 105 120 135 160

軟 質 0.40 0.50 0.60 0.65 軟 質 0.40 0.50 0.60 0.65
岩 盤 岩 盤

中 質 0.30 0.35 0.45 0.50 中 質 0.30 0.35 0.45 0.50

第3章1節 (3) グラブ浚渫船（岩盤用） (3) グラブ浚渫船（岩盤用） 改訂に伴う修正
浚渫・土捨工

3-1-(4) 土 質 グラブ浚渫船（岩盤用）規格 土 質 グラブ浚渫船（岩盤用）規格

フライ級 ライト級 ヘビー級 フライ級 ライト級 ヘビー級
摘 要 摘 要

分 類 Ｎ値、状態 鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３ 分 類 Ｎ値、状態 鋼D3.5m３ 鋼D5.5m３ 鋼D7.5m３

Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm Ｋ Cm

岩 盤 硬 質 0.50 100 0.65 115 0.70 130 岩 盤 硬 質 0.50 105 0.65 120 0.70 135

第3章2節 また、能力低下区域Ｂの土厚（ｈ）および能力係数は、下表のとおりとする。 また、能力低下区域Ｂの土厚（ｈ）および能力係数は、下表のとおりとする。 改訂に伴う追加
海上地盤改良工

グラブ浚渫船の規格 能力低下区域Ｂの土厚 能力低下区域Ｂ能力係数 グラブ浚渫船の規格 能力低下区域Ｂの土厚 能力低下区域Ｂ能力係数
3-2-16

鋼Ｄ 2.5 ｍ３ － 0.85 鋼Ｄ 2.5 ｍ３ － 0.85

〃 5 〃 0.70 〃 5 〃 0.70

〃 9 〃 0.60 〃 9 〃 0.60
h=1.0m h=1.0m

〃 15 〃 0.50 〃 15 〃 0.50

〃 23 〃 0.50 〃 23 〃 0.50

〃 30 〃 0.50
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第３章３節 ４－４ 捨石本均し・捨石荒均し ４－４ 捨石本均し・捨石荒均し 瀬取り投入の考え方
基礎工 ４－４－１ 代価表作成手順 3-3-16 ４－４－１ 代価表作成手順 3-3-15 の整理による修正
目次 ４－４－２ 施工方式 3-3-17 ４－４－２ 施工方式 3-3-16

４－４－３ 水中均しの施工歩掛 3-3-18 ４－４－３ 水中均しの施工歩掛 3-3-17
４－４－４ 陸上均しの施工歩掛 3-3-20 ４－４－４ 陸上均しの施工歩掛 3-3-19

４－５ 捨石本均し・捨石荒均し（海岸） ４－５ 捨石本均し・捨石荒均し（海岸）
４－５－１ 施工概要 3-3-22 ４－５－１ 施工概要 3-3-21
４－５－２ 水中と陸上の施工区分 3-3-22 ４－５－２ 水中と陸上の施工区分 3-3-21
４－５－３ 施工方式 3-3-22 ４－５－３ 施工方式 3-3-21
４－５－４ 施工歩掛 3-3-22 ４－５－４ 施工歩掛 3-3-21

５．基礎ブロック工 ５．基礎ブロック工
５－１ 基礎ブロック製作 3-3-23 ５－１ 基礎ブロック製作 3-3-22
５－２ 基礎ブロック据付 3-3-23 ５－２ 基礎ブロック据付 3-3-22

６．水中コンクリート工 3-3-23 ６．水中コンクリート工 3-3-22

７．水中不分離性コンクリート工 3-3-23 ７．水中不分離性コンクリート工 3-3-22

第３章３節 ４－２ 施工フロー ４－２ 施工フロー 瀬取り投入の考え方
基礎工 基礎捨石 基礎捨石 の整理による修正
3-3-13

基礎捨石（運搬） 基礎捨石（運搬）

基礎捨石(瀬取り) 基礎捨石(瀬取り)

基礎捨石（投入） 基礎捨石（投入）

捨石本均し 捨石本均し（海岸） 捨石本均し 捨石本均し（海岸）
捨石荒均し 捨石荒均し（海岸） 捨石荒均し 捨石荒均し（海岸）

捨石本均し・捨石荒均し(目潰石) 捨石本均し・捨石荒均し(目潰石)

捨石本均し・捨石荒均し(人力) 捨石本均し・捨石荒均し(海岸) 捨石本均し・捨石荒均し(人力) 捨石本均し・捨石荒均し(海岸)

注）本項の歩掛は、 の部分である。 注）本項の歩掛は、 の部分である。

４－３ 基礎捨石 ４－３ 基礎捨石
４－３－１ 代価表作成手順 ４－３－１ 代価表作成手順

１－６－３ １－６－３

・現場条件 → 余 盛 り の 検 討 →・必要な場合は、余盛り厚 ・現場条件 → 余 盛 り の 検 討 →・必要な場合は、余盛り厚
を考慮 を考慮

ã ã
１－６－２ １－６－２

・地盤条件 ・地盤条件
・捨石層厚 → 材 料 割 増 し の 決 定 →・基礎捨石の割増率 ・捨石層厚 → 材 料 割 増 し の 決 定 →・基礎捨石の割増率
・めり込み厚 ・めり込み厚

ã ã
４－３－２ ４－３－２

・現場条件 → 捨石投入の施工方式決定 →・原則として現場投入渡し ・現場条件 → 捨石投入の施工方式決定 →・原則として現場投入渡し
・現場投入渡し以外は別途 ・現場投入渡し以外は別途

ã ã

①瀬取りが必要な場合は、瀬 ①必要な場合は、
・現場条件 → 瀬取りの必要性の検討 → 取り投入費用を計上（クレ ・現場条件 → 瀬取りの必要性の検討 → 「9節 裏込・裏埋工、2-7

ーン付台船、台船、引船） 瀬取り」を参照

ã ã
４－３－３ ４－３－３

①瀬取り投入費用を計上 ・施工水深（現地盤の水深） → 能 力 係 数 の 選 定 →③水深区分能力補正係数
する場合 ・施工規模（扱い投入数量） ④施工規模区分能力補正係数

・１日当り投入量 → 作業船規格・隻数の決定 →②クレーン付台船、台船、
・吊り荷重と旋回半径等 引船の規格、隻数 ã

現場条件

ã

・施工水深（現地盤の水深） → 能 力 係 数 の 選 定 →③水深区分能力補正係数
・施工規模（扱い投入数量） ④施工規模区分能力補正係数

ã
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第３章３節 ã ã 瀬取り投入の考え方
基礎工 の整理による修正
3-3-14 ③水深区分能力補正係数 → 投 入 指 示 量 の 算 定 →⑤潜水士船１日当り ③水深区分能力補正係数 → 投 入 指 示 量 の 算 定 →⑤潜水士船１日当り

④施工規模区分能力補正係数 投入指示量 ④施工規模区分能力補正係数 投入指示量
↑

①瀬取り投入費用を計上す → 投 入 指 示 量 の 補 正 ã
る場合

⑤潜水士船１日当り
ã 投入指示量 → 代 価 表 の 作 成 →・捨石投入

・供用係数 1,000ｍ３当り代価表
⑤潜水士船１日当り

投入指示量
②クレーン付台船、台船、 → 代 価 表 の 作 成 →・捨石投入

引船の有無、規格、隻数 1,000ｍ３当り代価表
・供用係数

４－３－２ 施工方式 ４－３－２ 施工方式
１）捨石投入 １）捨石投入

捨石は、原則として現場投入渡しとする。ただし、搬入経路・現場の水深や平面形状等により、直接投入に 捨石は、原則として現場投入渡しとする。ただし、直接投入により難い場合は瀬取り費用を計上する。
より難い場合は瀬取り・二次運搬・捨込み費用を加算する。 また、現場投入渡しにより難い場合は、集積された捨石に積込み・運搬・投入の費用を計上する。

また、現場投入渡しにより難い場合は、集積された捨石に積込み・運搬・投入の費用を加算する。

４－３－３ 施工歩掛 ４－３－３ 施工歩掛
１）作業能力 １）作業能力

(1) 能力算定式 (1) 能力算定式

なお、搬入経路や施工現場の水深が浅かったり、平面形状により瀬取り投入が必要な場合で、施工実態と なお、現場条件により瀬取り投入が必要な場合は、「９節 裏込・裏埋工、瀬取り ２－７－３ 施工歩掛
上式の能力に乖離がある場合など上式によることが不適当と認められる場合は、施工条件を勘案し潜水士船 １）作業能力」を準用するが、ｑは基礎捨石投入を採用する。
１日当り投入指示量を補正しなければならない。「９節 裏込・裏埋工、瀬取り ２－７－３ 施工歩掛１）
作業能力」を準用。

第３章３節 ２）代価表 ２）代価表 瀬取り投入の考え方
基礎工 (1) 捨石投入 1,000ｍ３当り (1) 捨石投入 1,000ｍ３当り の整理による修正
3-3-15

数 量 名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要
名 称 形 状 寸 法 単位 摘 要

直接投入 瀬取り投入 捨 石 ～ kg／個 ｍ３ 1,000×(1＋Ｗ/100) 割増しを含む

捨 石 ～ kg／個 ｍ３ 1,000×(1＋Ｗ/100) 割増しを含む 潜 水 士 船 Ｄ180PS型 3～5t吊 日 1,000×(1＋Ｗ/100)/Ｑ 就業8Ｈ

潜 水 士 船 運転 Ｄ180PS型 3～5t吊 日 1,000×(1＋Ｗ/100)/Ｑ 就業8Ｈ 雑 材 料

ｸﾚｰﾝ付台船 〃 ｔ吊 〃 － 1,000×(1+Ｗ/100)/Ｑ×ｎ 運6Ｈ／就8Ｈ 注）1.捨石は、原則として現場投入渡しの単価である。
2.Ｗ:材料割増率(％)

台 船 〃 鋼 ｔ積 〃 － 1,000×(1+Ｗ/100)/Ｑ×ｎ 就業8Ｈ 3.Ｑ:潜水士船1日当り投入指示量（扱い数量、ｍ 3/日）
4.作業船等の数量は、小数3位四捨五入とする。

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 － 1,000×(1+Ｗ/100)/Ｑ×ｎ 運2Ｈ／就8Ｈ
。

雑 材 料

注）1.捨石は、原則として現場投入渡しの単価である。
2.Ｗ:材料割増率(％)
3.Ｑ:潜水士船1日当り投入指示量（扱い数量、ｍ 3/日）
4.ｎ:1日当り必要隻数（隻/日）
5.作業船等の数量は、小数3位四捨五入とする。
6.クレーン付台船、台船、引船は、瀬取り投入の場合に計上する。なお、この場合のバケット損料

は雑材料に含まれる。
7.クレーン付台船の規格・隻数は、１日当り投入量、吊り荷重と旋回半径等の現場条件により決定

する。
8.引船、台船の隻数は、１日当り運搬量、運搬距離等の現場条件により決定する。
9.引船規格は、「第２章 工事費の積算、１節 直接工事費、付属資料－１ 作業能力等、２．作
業船と引船の標準組合せ」による。

第3章3節 ２．瀬取り投入について 削除 条件明示に伴う削除
基礎工
3-3-(9) 割石200kg/個未満の基礎捨石投入または被覆石投入において、瀬取り投入が必要な場合は、施工条件

を勘案し「９節 裏込・裏埋工」を準用する。
なお、投入指示量の能力算定における 潜水士船１日当り標準投入指示量（ｑ）については、基礎捨石
投入または被覆石投入の値（ｑ）を採用するものとする。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章4.1節 ２）代価表 ２）代価表 誤字の修正
ケーソン式 (1) 鉄筋加工組立 1,000kg当り (1) 鉄筋加工組立 1,000kg当り
3-4.1-26

数 量 数 量
単 単

ｹｰｿﾝ 陸上施工方式 海上打継方式 ｹｰｿﾝ 陸上施工方式 海上打継方式
製 作 用 製 作 用

名 称 形状寸法 台船方式 ｹｰｿ ﾝ製 作 用 摘 要 名 称 形状寸法 台船方式 ｹ ｰｿﾝ 製 作 用 摘 要
(FD) 台船方式(DD) (FD) 台船方式(DD)

位 貸与 陸上 貸与 海上 位 貸与 陸上 貸与 海上
陸上ｸﾚｰﾝ 陸上ｸﾚｰﾝ

ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ

鉄 筋 異 形 鋼 棒 kg 1,030 割増しを含む 鉄 筋 異 形 棒 鋼 kg 1,030 割増しを含む

鉄 筋 加 工 組 立 ｸ ﾚ ｰ ﾝ 抜 き 〃 1,000 1,000 市場単価 鉄 筋 加 工 組 立 ｸ ﾚ ｰ ﾝ 抜 き 〃 1,000 1,000 市場単価

第3章4.1節 ３－６－４－１ 代価表作成手順 ３－６－４－１ 代価表作成手順 誤字の修正
ケーソン式 ［ケーソン進水準備の積算］ ［ケーソン進水準備の積算］
3-4.1-36

・現場条件 → 施工方式・施工区分 → ①施工方式・施工区分 ・現場条件 → 施工方式・施工区分 → ①施工方式・施工区分
の 選 定 （海上、陸上作業の別） の 選 定 （海上、陸上作業の別）

（取付、取外の別） （取付、取外の別）

ã ã
３－６－４－２ ３－６－４－２

・ケーソン質量 → 作業船の規格の選定 → ②起重機船の規格 ・ケーソン質量 → 作業船の規格の選定 → ②起重機船の規格
↑ ③揚錨船の規格 ↑ ③揚錨船の規格

・起重機船の在港状況、 → 作業船の規格の変更 ・ケーソン質量200t未満 ・起重機船の在港状況、 → 作業船の規格の変更 ・ケーソン質量200t未満
アウトリーチ、偏荷重等 の 検 討 2,700t以上は別途算定 アウトリーチ、偏荷重等 の 検 討 3,000t以上は別途算定

ã ã

第3章4.1節 ５）回航保険料の算出 ５）回航保険料の算出 違算防止のため削除
ケーソン式 保険料＝〔保険金額×｛基本料率×回航距離係数（Ｋ０．１２４７）｝〕÷1.08 保険料＝〔保険金額×｛基本料率×回航距離係数（Ｋ０．１２４７）｝〕÷1.08
3-4.1-45 (｛ ｝は小数６位四捨五入、〔 〕は小数１位切捨て、全体は小数１位切捨て) (｛ ｝は小数６位四捨五入、〔 〕は小数１位切捨て、全体は小数１位切捨て)

注）1.ケーソンの回航保険は航海保険料を適用する。 注）ケーソンの回航保険は航海保険料を適用する。
2.回航保険料は、消費税の課税対象外である。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章4.1節 ２．作業船、機械の組合せ ２．作業船、機械の組合せ 組合せの改訂
ケーソン式 １）作業船の組合せ １）作業船の組合せ
3-4.1-(3)

現場条件
標 準 的 な 船 団 構 成 に よ る 標 準 的 な 船 団 構 成

追加船団
ケーソン質量 ケーソン質量

ケーソン据付準備 ケーソン据付 ケーソン据付準備 ケーソン据付

台 船 引 船 揚 錨 船 起 重 機 船 引 船① 引 船② 台 船 引 船 揚 錨 船 起 重 機 船 引 船① 引 船② 引 船③

200t～ 鋼 非航固定鋼 鋼 200t～ 鋼 非航固定鋼 －
400t 未満 Ｄ10t吊 DE 500t吊 Ｄ1,000PS型 400t 未満 Ｄ10t吊 DE 500t吊

400t～ 〃 400t～ 〃
1,000t 〃 〃20 〃 〃 1,400 〃 〃2,000 〃 1,000t 〃 〃20 〃 〃 1,400 〃

鋼Ｄ －
1,000t～ 〃 1,000t～ 3,000PS型

鋼500t積 鋼Ｄ500PS型 鋼Ｄ PS型 鋼500t積 鋼Ｄ500PS型 〃 鋼Ｄ
1,600t 〃 〃25 〃 〃 2,000 〃 〃2,500 〃 1,600t 〃 〃25 〃 3,000PS型

〃 2,200 〃
1,600t～ 〃 1,600t～
2,000t 〃 〃 2,200 〃 2,000t 〃

〃30 〃 〃3,000 〃 〃30 〃
2,000t～ 〃 2,000t～ 〃 鋼Ｄ
2,700t 〃 〃 3,000 〃 3,000t 〃 〃 3,700 〃 〃4,000 〃 〃4,000 〃 3,000PS型

注）1.ケーソン質量200t未満の起重機船の規格については、ケーソン質量、底面付着力、吊金具 注）1.ケーソン質量200t未満の起重機船の規格については、ケーソン質量、底面付着力、吊金具
等の付属物等について検討し決定する。 等の付属物等について検討し決定する。

2.起重機船の規格は、在港状況、アウトリーチ、異形ケーソンなどによる偏荷重等により別 2.起重機船の規格は、在港状況、アウトリーチ、異形ケーソンなどによる偏荷重等により別
途考慮することができる。 途考慮することができる。

3.気象・海象条件およびケーソンの着水場所までに航路を横切る等で、または吊降し場所の
海域が狭く起重機船の引回しで補助引船が必要な場合に当該引船①の規格以下の引船②１
隻を追加することができる。

２）吊ワイヤ－ロープ・吊金具の組合せ ２）吊ワイヤ－ロープ・吊金具の組合せ 組合せの改訂

ケーソン質量 吊 金 具 吊ワイヤーロープ 平 衡 滑 車 ケーソン質量 吊 金 具 吊ワイヤーロープ 平 衡 滑 車

1,000ｔ 未満 1,000ｔ用 1,000ｔ 未満 1,000ｔ用

1,000ｔ ～ 1,600ｔ 〃 1,600 〃 1,000ｔ ～ 1,600ｔ 〃 1,600 〃
φ80mm～φ120mm 100t型･250t型 φ80mm～φ120mm 100t型･250t型

1,600ｔ ～ 2,000ｔ 〃 2,000 〃 1,600ｔ ～ 2,000ｔ 〃 2,000 〃

2,000ｔ ～ 2,700ｔ 〃 2,700 〃 2,000ｔ ～ 2,700ｔ 〃 2,700 〃

注）1.吊金具の改造、新規製作（特殊形状）が必要な場合は、別途定めることができる。 2,700ｔ ～ 3,000ｔ 〃 3,100 〃
2.吊ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟおよび平衡滑車の規格は、以下の規格荷重に対する吊上質量(ｹｰｿﾝ質量、底

面付着力等)と吊点数の関係式により決定する。 注）1.吊金具の改造、新規製作（特殊形状）が必要な場合は、別途定めることができる。
吊ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ：規格荷重＞吊上質量÷吊点数 2.吊ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟおよび平衡滑車の規格は、以下の規格荷重に対する吊上質量(ｹｰｿﾝ質量、底
平 衡 滑 車：規格荷重＞吊上質量÷(吊点数÷2) 面付着力等)と吊点数の関係式により決定する。

吊ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ：規格荷重＞吊上質量÷吊点数
平 衡 滑 車：規格荷重＞吊上質量÷(吊点数÷2)

第3章4.1節 ３．作業能力 ３．作業能力 組合せの改訂
ケーソン式 １）据付１函当りの作業船舶機械運転日数の算定式 １）据付１函当りの作業船舶機械運転日数の算定式
3-4.1-(4)

200t 400t 700t 1,000t 1,600t 2,000t 200t 400t 700t 1,000t 1,600t 2,000t
ケーソン質量 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ケーソン質量 ～ ～ ～ ～ ～ ～

400t 700t 1,000t 1,600t 2,000t 2,700t 400t 700t 1,000t 1,600t 2,000t 3,000t
未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満

Ａ(h) 2.1 2.6 3.0 3.6 4.2 5.3 Ａ(h) 2.1 2.6 3.0 3.6 4.2 5.3
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章4.1節 ４．代価表 ４．代価表 組合せの改訂
ケーソン式 １）ケ－ソン据付（吊降し方式、Ｎ工程） １函当り １）ケ－ソン据付（吊降し方式、Ｎ工程） １函当り
3-4.1-(4)

単 数 量 単 数 量

名 称 形状寸法 200t～ 400t～ 700t～ 1,000t～ 1,600t～ 摘 要 名 称 形状寸法 200t～ 400t～ 700t～ 1,000t～ 1,600t～ 2,000t～ 摘 要
400t 700t 1,000t 1,600t 2,700t 400t 700t 1,000t 1,600t 2,000t 3,000t

位 未満 未満 未満 未満 未満 位 未満 未満 未満 未満 未満 未満

起 重 機 船 運転 非航固定 鋼DE t吊 日 N１ 運6Ｈ/就8Ｈ 起 重 機 船 非航固定 鋼DE t吊 日 Ｎ１ 運6Ｈ/就8Ｈ

引 船 ① 〃 鋼Ｄ PS型 〃 N１ 運:Ｔ１/就8Ｈ 引 船 ① 鋼Ｄ PS型 〃 Ｎ１ 運:Ｔ１/就8Ｈ

引 船 ② 〃 鋼Ｄ PS型 〃 〃 引 船 ② 鋼Ｄ PS型 〃 － Ｎ１ 〃

揚 錨 船 〃 鋼Ｄ t吊 〃 N１ 就業8Ｈ 引 船 ③ 鋼Ｄ PS型 〃 － Ｎ１ 〃

潜 水 士 船 〃 Ｄ180PS型 3～5t吊 〃 N１ 〃 揚 錨 船 鋼Ｄ t吊 〃 Ｎ１ 就業8Ｈ

と び 工 人 3×N１ 4×N１ 5×N１ 6×N１ 7×N１ 潜 水 士 船 Ｄ180PS型 3～5t吊 〃 Ｎ１ 〃

普 通 作 業 員 〃 3×N１ 4×N１ 5×N１ 6×N１ 8×N１ と び 工 人 3×Ｎ１ 4×Ｎ１ 5×Ｎ１ 6×Ｎ１ 7×Ｎ１

吊 金 具 損料 t用 日 N１ 普 通 作 業 員 〃 3×Ｎ１ 4×Ｎ１ 5×Ｎ１ 6×Ｎ１ 8×Ｎ１

吊ﾜｲﾔ-ﾛ-ﾌﾟ 〃 φ mm 〃 N１ 吊 金 具 t用 日 Ｎ１ 損料

平 衡 滑 車 〃 t型 〃 N１ 吊ワイヤーロープ φ mm 〃 Ｎ１ 損料

雑 材 料 ％ 1 発動発電機･水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 平 衡 滑 車 t型 〃 Ｎ１ 損料
運転を含む

雑 材 料 ％ 1 発動発電機･水中ﾎﾟﾝﾌﾟ
運転を含む

第3章4.1節 (3) ケーソンえい航，回航用上蓋取外 １函当り (3) ケーソンえい航，回航用上蓋取外 １函当り 誤字の削除
ケーソン式
3-4.1-(11) 名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要 名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要

ｸﾚｰﾝ付台船 t吊 起 重 機 船 非航旋回 鋼Ｄ t吊 日 運6Ｈ／就8Ｈ
または 運転 日 運6Ｈ／就8Ｈ
起 重 機 船 非航旋回 鋼Ｄ120t吊 引 船 鋼Ｄ PS型 〃 運2Ｈ／就8Ｈ

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 運2Ｈ／就8Ｈ

注）1.回航仮置の場合、クレーン規格は、仮置に使用する起重機船および引船を計上する。 注）1.回航仮置の場合、クレーン規格は、仮置に使用する起重機船および引船を計上する。
2.現場条件により、復路における上蓋の運搬費を計上することができる。（共通仮設費に計上 2.現場条件により、復路における上蓋の運搬費を計上することができる。（共通仮設費に計上

する。） する。）
①海送の場合 ①海送の場合

起重機船または、台船と引船を計上する。 起重機船と引船を計上する。

第3章4.2節 ２．外足場の計上 ２．外足場の計上
ブロック式 L'又B' Ｂ'
3-4.2-(3) 図の修正

Ｂ'
Ｌ
又 Ｂ
Ｂ

Ｂ又Ｌ 同時製作の共有部分 Ｌ 同時製作の共有部分

B'又L' Ｌ' Ｌ' 式の修正

１個当り足場面積の算出方法 １個当り足場面積の算出方法
１個当り足場面積(ｍ2／個) １個当り足場面積(ｍ2／個)

＝｛〔２×（Ｂ＋２Ｂ’＋Ｌ＋２Ｌ’）×Ｎ－(同時製作の共有足場延長)×（Ｎ－１）〕×Ｈ｝／Ｎ ＝｛〔２×（Ｂ＋３Ｂ’＋Ｌ＋３Ｌ’）×Ｎ－(Ｂ＋４Ｂ’)×（Ｎ－１）〕×Ｈ｝／Ｎ

第3章4.2節 ＜計算例＞ 計算例の追加
ブロック式 １個当り足場面積(ｍ2／個)
3-4.2-(3) ＝｛〔2×（3＋3×0.5＋4.0＋3×0.5）×2－(3.0＋4×0.5)×（2－1）〕×2.5｝／2

＝43.75
Ｂ ＝３．０：ブロックの幅
Ｌ ＝４．０：ブロックの長さ
Ｂ’＝０．５：ブロックの足場余裕幅 （0.5m)
Ｌ’＝０．５：ブロックの足場余裕長さ(0.5m)
Ｈ ＝２．５：ブロックの高さ
Ｎ ＝２ ：同時製作個数
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第3章4.3節 (4) 配管損料 １式当り (4) 配管損料 １式当り 条件の明示
場所打式 注）1.配管損料は、下式により算定する。 注）1.配管損料は、下式により算定する。
3-4.3-12 配管損料 ＝ 配管延長（本数） ×｛総打設量／標準日打設量｝ 配管損料 ＝ 配管延長（本数） ×｛総打設量／標準日打設量｝

×［供用係数(2.14)×換算供用日当り損料］ ×［供用係数×換算供用日当り損料］
（｛ ｝は小数１位四捨五入、［ ］は小数３位切捨て、全体は小数１位切捨て） （｛ ｝は小数１位四捨五入、［ ］は小数３位切捨て、全体は小数１位切捨て）

なお、配管延長（本数）は、施工形態を勘案の上、搬入すべき必要延長（必要本数）とする。 なお、配管延長（本数）は、施工形態を勘案の上、搬入すべき必要延長（必要本数）とする。
2.施工条件により、上記算定により難い場合は、実状把握のうえ別途考慮する。 また、供用係数は船舶及び機械器具損料等の損料算定基準に記載の年間標準供用日数÷年間

標準運転日数とする。
2.施工条件により、上記算定により難い場合は、実状把握のうえ別途考慮する。

第3章4.3節 ４－３ 型枠 ４－３ 型枠 誤字の修正
場所打式 「本節 ４．３ 場所打式、３．水中コンクリート、３－４ 型 枠」を適用する。 「本節 ４．３ 場所打式、３．水中コンクリート工、３－４ 型 枠」を適用する。
3-4.3-13

第3章4.3節 ４－４－３ 施工歩掛 ４－４－３ 施工歩掛 誤字の修正
場所打式 １）代価表 １）代価表
3-4.3-14 (1) 配管設置撤去 (1) 配管設置撤去

「本節 ４．３ 場所打式、３．水中コンクリート、３－６－３ 施工歩掛、２）代価表、(３)配管設 「本節 ４．３ 場所打式、３．水中コンクリート工、３－６－３ 施工歩掛、２）代価表、(３)配管
置撤去」を適用する。 設置撤去」を適用する。

(2) 配管損料 (2) 配管損料
「本節 ４．３ 場所打式、３．水中コンクリート、３－６－３ 施工歩掛、２）代価表、(４)配管損 「本節 ４．３ 場所打式、３．水中コンクリート工、３－６－３ 施工歩掛、２）代価表、(４)配管
料」を適用する。 損料」を適用する。

第3章4.5節 参考資料 参考資料 ページ数の変更
鋼矢板式 参考資料－１ 鋼矢板打設（Ｕ形矢板、組合せ矢板） 3-4.5-( 1) 参考資料－１ 鋼矢板打設（Ｕ形矢板、組合せ矢板） 3-4.5-( 1)

目次 参考資料－２ 鋼矢板打設 (ディーゼルハンマ) 3-4.5-( 7) 参考資料－２ 鋼矢板打設 (ディーゼルハンマ) 3-4.5-( 6)
参考資料－３ 受杭打設（木杭） 3-4.5-(12) 参考資料－３ 受杭打設（木杭） 3-4.5-(11)

補足資料 補足資料
補足資料－１ 本体工（鋼矢板式、鋼杭式共通） 3-4.5-(14) 補足資料－１ 本体工（鋼矢板式、鋼杭式共通） 3-4.5-(13)

第3章4.5節 ２－１－４－２－２ 打設方式・規格 ２－１－４－２－２ 打設方式・規格 条件の明示
鋼矢板式 (2) 貫入抵抗値 (2) 貫入抵抗値
3-4.5-14 － －

Ｎ ；鋼管矢板周辺地盤の加重平均Ｎ値 Ｎ ；鋼管矢板周辺地盤の加重平均Ｎ値
（表層Ｎ値＝0の区間は根入れ長に加算しない。） （表層から連続するＮ値＝0の区間は根入れ長に加算しない。）

第3章4.5節 (3) 鋼管矢板１本当り打設時間 (3) 鋼管矢板１本当り打設時間 条件の明示
鋼矢板式 ②鋼管矢板１本当り打撃時間（Ｔb） ②鋼管矢板１本当り打撃時間（Ｔb）
3-4.5-16 Ｌ Ｌ

Ｔb＝Ｋ× (小数１位切上げ) Ｔb＝Ｋ× (小数１位切上げ)
Ｓb Ｓb

Ｔb ：鋼管矢板１本当り打撃時間（分／本） Ｔb ：鋼管矢板１本当り打撃時間（分／本）
Ｋ ：係数（直杭；1.0） Ｋ ：係数（直杭；1.0）
Ｌ ：根入れ長（ｍ）（ヤットコを含む） Ｌ ：根入れ長（ｍ）（ヤットコを含む）

ただし、表層Ｎ≦5の根入れ長は含まない。 ただし、表層から連続するＮ≦5の根入れ長は含まない。
Ｓb ：打撃速度(ｍ／分) Ｓb ：打撃速度(ｍ／分)

外 径 加 重 平 均 Ｎ 値 外 径 加 重 平 均 Ｎ 値

φ（mm） 10以下 20以下 30以下 40以下 50以下 φ（mm） 10以下 20以下 30以下 40以下 50以下

400 2.61 1.53 0.97 0.74 0.52 400 2.61 1.53 0.97 0.74 0.52

500 2.34 1.39 0.88 0.66 0.48 500 2.34 1.39 0.88 0.66 0.48

600 2.17 1.27 0.81 0.62 0.46 600 2.17 1.27 0.81 0.62 0.46

700 2.00 1.18 0.76 0.58 0.43 700 2.00 1.18 0.76 0.58 0.43

800 1.85 1.09 0.70 0.53 0.41 800 1.85 1.09 0.70 0.53 0.41

900 1.72 1.02 0.66 0.50 0.39 900 1.72 1.02 0.66 0.50 0.39

1,000 1.61 0.95 0.62 0.48 0.38 1,000 1.61 0.95 0.62 0.48 0.38

1,100 1.52 0.90 0.58 0.45 0.36 1,100 1.52 0.90 0.58 0.45 0.36

1,200 1.43 0.85 0.55 0.42 0.34 1,200 1.43 0.85 0.55 0.42 0.34

1,300 1.36 0.80 0.52 0.41 0.33 1,300 1.36 0.80 0.52 0.41 0.33

1,400 1.29 0.76 0.49 0.38 0.32 1,400 1.29 0.76 0.49 0.38 0.32

1,500 1.23 0.73 0.47 0.37 0.31 1,500 1.23 0.73 0.47 0.37 0.31

注）加重平均Ｎ値には、表層Ｎ≦5を含まない。 注）加重平均Ｎ値には、表層から連続するＮ≦5を含まない。

第3章4.5節 ２－１－５－３ 施工歩掛 ２－１－５－３ 施工歩掛 条件の明示
鋼矢板式 １）導材の供用日数 １）導材の供用日数
3-4.5-20 導材の供用日数＝ 打設日数 ＋ 設置・撤去日数（2日）× 導材転用回数 ＋ 搬入・搬出日数（2日） 導材の供用日数＝ 打設日数 ＋ 設置・撤去日数（2日）× 導材設置・転用回数 ＋ 搬入・搬出日数（2日）

導材設置延長 導材設置延長
導材転用回数＝ （小数１位切上げ） 導材設置・転用回数＝ （小数１位切上げ）

導材１組当り延長（10 ｍ） 導材１組当り延長（10 ｍ）

２）導材の賃料 ２）導材の賃料
Ｈ形鋼の賃料 ＝｛ １日ｔ当り賃料 × 供用日数 ＋ １現場当り修理費および損耗費 Ｈ形鋼の賃料 ＝｛ １日ｔ当り賃料 × 供用日数 ＋ １現場当り修理費および損耗費

1 1
× ×（導材転用回数＋1）｝×１本当り質量 （小数１位切捨て） × ×（導材設置・転用回数＋1）｝×１本当り質量 （小数１位切捨て）

2 2
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第3章4.5節 ２）代価表 ２）代価表 語句の修正
鋼矢板式 (1) 受杭打設 １日（ 本）当り (1) 受杭打設 １日（ 本）当り
3-4.5-25

単 数 量 単 数 量
名 称 形 状 寸 法 摘 要 名 称 形 状 寸 法 摘 要

位 海上施工 位 海上施工

受 杭 H-100×100×6×8 �= m 本 受 杭 H-100×100×6×8 �= m 本

ク レ ー ン 付 台 船 45～50t吊 〃 1 運6Ｈ／就8Ｈ ク レ ー ン 付 台 船 45～50t吊 日 1 運6Ｈ／就8Ｈ

引 船 鋼Ｄ450 PS型 〃 1 運2Ｈ／就8Ｈ 引 船 鋼Ｄ450 PS型 〃 1 運2Ｈ／就8Ｈ

台 船 鋼300t 積 〃 就業8Ｈ 台 船 鋼300t 積 〃 就業8Ｈ

溶 接 工 〃 溶 接 工 人

と び 工 〃 2 と び 工 〃 2

普 通 作 業 員 〃 4 普 通 作 業 員 〃 4

雑 材 料 雑 材 料

第3章4.5節 (2) 貫入抵抗値 (2) 貫入抵抗値 条件の明示
鋼矢板式 － －
3-4.5-(3) Ｒ＝300×Ｎ×Ａp＋2×Ｎ×Ｌ×Ａs （小数１位四捨五入） Ｒ＝300×Ｎ×Ａp＋2×Ｎ×Ｌ×Ａs （小数１位四捨五入）

Ｒ ；鋼矢板の貫入抵抗値（kＮ） Ｒ ；鋼矢板の貫入抵抗値（kＮ）
Ａp ；鋼矢板の先端閉塞換算面積（ｍ２） Ａp ；鋼矢板の先端閉塞換算面積（ｍ２）
Ｌ ；鋼矢板の根入れ長（ｍ） Ｌ ；鋼矢板の根入れ長（ｍ）
Ａs ；鋼矢板の周辺長（ｍ） Ａs ；鋼矢板の周辺長（ｍ）
Ｎ ；鋼矢板先端地盤のＮ値 Ｎ ；鋼矢板先端地盤のＮ値
－ －
Ｎ ；鋼矢板周辺地盤の加重平均Ｎ値 Ｎ ；鋼矢板周辺地盤の加重平均Ｎ値

（表層Ｎ値＝0の区間は根入れ長に加算しない。） （表層から連続するＮ値＝0の区間は根入れ長に加算しない。）

第3章4.5節 ②鋼矢板１枚当り打撃時間（Ｔb） ②鋼矢板１枚当り打撃時間（Ｔb） 条件の明示
鋼矢板式 Ｔs×Ｓ×Ｌ Ｔs×Ｓ×Ｌ
3-4.5-(5) Ｔb ＝ （小数１位切上げ） Ｔb ＝ （小数１位切上げ）

60 60
Ｔb ：鋼矢板１枚当り打撃時間（分／枚） Ｔb ：鋼矢板１枚当り打撃時間（分／枚）

注）鋼矢板２枚打の場合は、２枚当りの時間である。 注）鋼矢板２枚打の場合は、２枚当りの時間である。
Ｔs ：１打撃回数当り時間（2.4s／回） Ｔs ：１打撃回数当り時間（2.4s／回）
Ｌ ：鋼矢板の根入れ長(ｍ) Ｌ ：鋼矢板の根入れ長(ｍ)

ただし、表層Ｎ≦5の根入れ長は含まない。 ただし、表層から連続するＮ≦5の根入れ長は含まない。

第3章4.6節 参考資料 参考資料 ページ数の変更
鋼杭式 参考資料－１ 鋼杭打設（Ｈ形鋼杭） 3-4.6-(1) 参考資料－１ 鋼杭打設（Ｈ形鋼杭） 3-4.6-(1)
目次 参考資料－２ 鋼杭打設（ディーゼルハンマ） 3-4.6-(7) 参考資料－２ 鋼杭打設（ディーゼルハンマ） 3-4.6-(6)

第3章4.6節 (2) 貫入抵抗値 (2) 貫入抵抗値 条件の明示
鋼杭式 ①鋼管杭 ①鋼管杭

3-4.6-12 － －
Ｒ＝300×Ｎ×Ａp＋2×Ｎ×Ｌ×Ａs （小数１位四捨五入） Ｒ＝300×Ｎ×Ａp＋2×Ｎ×Ｌ×Ａs （小数１位四捨五入）

Ｒ ：鋼管杭の貫入抵抗値（kＮ） Ｒ ：鋼管杭の貫入抵抗値（kＮ）
Ａp ：鋼管杭の先端面積（閉塞率100％）（ｍ２） Ａp ：鋼管杭の先端面積（閉塞率100％）（ｍ２）
Ｌ ：鋼管杭の根入れ長（ｍ） Ｌ ：鋼管杭の根入れ長（ｍ）
Ａs ：鋼管杭の周長（ｍ） Ａs ：鋼管杭の周長（ｍ）
Ｎ ：鋼管杭先端地盤のＮ値 Ｎ ：鋼管杭先端地盤のＮ値
－ －
Ｎ ：鋼管杭周辺地盤の加重平均Ｎ値 Ｎ ：鋼管杭周辺地盤の加重平均Ｎ値

（表層Ｎ値＝0の区間は根入れ長に加算しない。） （表層から連続するＮ値＝0の区間は根入れ長に加算しない。）

第3章4.6節 ②鋼管杭１本当り打撃時間（Ｔb） ②鋼管杭１本当り打撃時間（Ｔb） 条件の明示
鋼杭式 Ｌ Ｌ

3-4.6-15 Ｔb＝Ｋ× (小数１位切上げ) Ｔb＝Ｋ× (小数１位切上げ)
Ｓb Ｓb

Ｔb ：鋼管杭１本当り打撃時間（分／本） Ｔb ：鋼管杭１本当り打撃時間（分／本）
Ｋ ：係数（直杭；1.0 斜杭;1.2） Ｋ ：係数（直杭；1.0 斜杭;1.2）
Ｌ ：根入れ長（ｍ）（ヤットコを含む） Ｌ ：根入れ長（ｍ）（ヤットコを含む）

ただし、表層Ｎ≦5の根入れ長は含まない。 ただし、表層から連続するＮ≦5の根入れ長は含まない。
Ｓb ：打撃速度(ｍ／分) Ｓb ：打撃速度(ｍ／分)

外 径 加 重 平 均 Ｎ 値 外 径 加 重 平 均 Ｎ 値

φ（mm） 10以下 20以下 30以下 40以下 50以下 φ（mm） 10以下 20以下 30以下 40以下 50以下

400 2.61 1.53 0.97 0.74 0.52 400 2.61 1.53 0.97 0.74 0.52

1,500 1.23 0.73 0.47 0.37 0.31 1,500 1.23 0.73 0.47 0.37 0.31

注）加重平均Ｎ値は、表層Ｎ≦5は含まない。 注）加重平均Ｎ値は、表層から連続するＮ≦5は含まない。
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第3章4.6節 ２－３－４－３ 施工歩掛 ２－３－４－３ 施工歩掛 条件の明示
鋼杭式 １）導材の供用日数 １）導材の供用日数

3-4.6-18 導材の供用日数＝ 打設日数 ＋ 設置・撤去日数（2日）× 導材転用回数＋ 搬入・搬出日数（2日） 導材の供用日数＝ 打設日数 ＋ 設置・撤去日数（2日）× 導材設置・転用回数＋ 搬入・搬出日数（2日）

導材設置延長 導材設置延長
・導材転用回数＝ （小数１位切上げ） ・導材設置・転用回数＝ （小数１位切上げ）

導材１組当り延長（10 ｍ） 導材１組当り延長（10 ｍ）

２）導材の賃料 ２）導材の賃料
Ｈ形鋼の賃料 ＝｛ １日ｔ当り賃料 × 供用日数 ＋ １現場当り修理費および損耗費 Ｈ形鋼の賃料 ＝｛ １日ｔ当り賃料 × 供用日数 ＋ １現場当り修理費および損耗費

1 1
× ×（導材転用回数＋1）｝×１本当り質量 (小数１位切捨て） × ×（導材設置・転用回数＋1）｝×１本当り質量 (小数１位切捨て）

2 2

第3章4.6節 (2) 貫入抵抗値 (2) 貫入抵抗値 条件の明示
鋼杭式 － －

3-4.6-(3) Ｒ＝300×Ｎ×Ａp＋2×Ｎ×Ｌ×Ａs （小数１位四捨五入） Ｒ＝300×Ｎ×Ａp＋2×Ｎ×Ｌ×Ａs （小数１位四捨五入）

Ｒ ：Ｈ形鋼杭の貫入抵抗値（kＮ） Ｒ ：Ｈ形鋼杭の貫入抵抗値（kＮ）
Ａp ：Ｈ形鋼杭の先端閉塞換算面積（ｍ２） Ａp ：Ｈ形鋼杭の先端閉塞換算面積（ｍ２）
Ｌ ：Ｈ形鋼杭の根入れ長（ｍ） Ｌ ：Ｈ形鋼杭の根入れ長（ｍ）
Ａs ：Ｈ形鋼杭の周辺長（ｍ） Ａs ：Ｈ形鋼杭の周辺長（ｍ）
Ｎ ：Ｈ形鋼杭先端地盤のＮ値 Ｎ ：Ｈ形鋼杭先端地盤のＮ値
－ －
Ｎ ：鋼杭周辺地盤の加重平均Ｎ値 Ｎ ：鋼杭周辺地盤の加重平均Ｎ値

（表層Ｎ値＝0の区間は根入れ長に加算しない） （表層から連続するＮ値＝0の区間は根入れ長に加算しない）

第3章4.6節 ②Ｈ形鋼杭１本当り打撃時間（Ｔb） ②Ｈ形鋼杭１本当り打撃時間（Ｔb） 条件の明示
鋼杭式 Ｔs×Ｓ×Ｌ Ｔs×Ｓ×Ｌ

3-4.6-(5) Ｔb ＝ （小数１位切上げ） Ｔb ＝ （小数１位切上げ）
60 60

Ｔb ：Ｈ形鋼杭１本当り打撃時間（分／本） Ｔb ：Ｈ形鋼杭１本当り打撃時間（分／本）
Ｔs ：１打撃回数当り時間（2.4s／回） Ｔs ：１打撃回数当り時間（2.4s／回）
Ｌ ：Ｈ形鋼杭の根入れ長(ｍ) Ｌ ：Ｈ形鋼杭の根入れ長(ｍ)

ただし、表層Ｎ≦5は根入れ長に含まない。 ただし、表層から連続するＮ≦5は根入れ長に含まない。

第3章5節 ２－２ 施工フロー ２－２ 施工フロー 瀬取り投入の考え方
被覆・根固工 被覆石 被覆石 の整理

3-5-6

被覆石投入（運搬） 被覆石投入（運搬）

被覆石投入（瀬取り） 被覆石投入（瀬取り）

被覆石投入（投入） 被覆石投入（投入）

被覆均し 被覆均し
被覆均し （海岸） 被覆均し （海岸）

被 覆 均 し （ 人 力 ） 被覆均し（海岸） 被 覆 均 し （ 人 力 ） 被覆均し（海岸）

注）本項の歩掛は、 の部分である。 注）本項の歩掛は、 の部分である。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章5節 ２－３－１ 代価表作成手順 ２－３－１ 代価表作成手順 瀬取り投入の考え方
被覆・根固工 １－５－２ １－５－２ の整理

3-5-7

・地盤条件 → 材 料 割 増 し の 決 定 →・被覆石の割増率 ・地盤条件 → 材 料 割 増 し の 決 定 →・被覆石の割増率
・めり込み厚 ・めり込み厚

ã ã
２－３－２ ２－３－２

・現場条件 → 被覆石投入施工方式決定 →・原則として現場投入渡し ・現場条件 → 被覆石投入施工方式決定 →・原則として現場投入渡し
・現場投入渡し以外は別途 ・現場投入渡し以外は別途

ã ã

①瀬取りが必要な場合は、瀬 ①必要な場合は、
・現場条件 → 瀬取りの必要性の検討 → 取り投入費用を計上（クレ ・現場条件 → 瀬取りの必要性の検討 → 「9節 裏込・裏埋工、2-7

ーン付台船、台船、引船） 瀬取り」を参照

ã ã
２－３－３

２－３－３
・施工天端の水深 → 能 力 係 数 の 選 定 →③水深区分能力補正係数

①瀬取り投入費用を計上する ・施工規模（扱い投入数量） ④施工規模区分能力補正係数
場合

・１日当り投入量 → 作業船規格・隻数の決定 →②クレーン付台船、台船、 ã
・吊荷重と旋回半径等 引船の規格、隻数

現場条件 ③水深区分能力補正係数 → 投 入 指 示 量 の 算 定 →⑤潜水士船１日当り投入
④施工規模区分能力補正係数 指示量

ã
ã

・施工天端の水深 → 能 力 係 数 の 選 定 →③水深区分能力補正係数
・施工規模（扱い投入数量） ④施工規模区分能力補正係数 ⑤潜水士船１日当り投入 → 代 価 表 の 作 成 →・被覆石投入

指示量 1,000ｍ３当り代価表
ã

③水深区分能力補正係数 → 投 入 指 示 量 の 算 定 →⑤潜水士船１日当り投入
④施工規模区分能力補正係数 指示量

①瀬取り投入費用を計上する→ 投 入 指 示 量 の 補 正
場合

ã

⑤潜水士船１日当り投入
指示量

②クレーン付台船、台船、引→ 代 価 表 の 作 成 →・被覆石投入
船の有無、規格、隻数・供 1,000ｍ３当り代価表
用係数

２－３－２ 施工方式 ２－３－２ 施工方式
１）被覆石 １）被覆石

被覆石は、原則として現場投入渡しとする。ただし、搬入経路・現場の水深や平面形状等により、直接投入 被覆石は、原則として現場投入渡しとする。ただし、直接投入により難い場合は瀬取り費用を計上する。
により難い場合は瀬取り・二次運搬・捨て込み費用を加算する。 また、現場投入渡しにより難い場合は、集積された被覆石に積込み・運搬・投入の費用を計上する。

また、現場投入渡しにより難い場合は、集積された被覆石に積込み・運搬・投入の費用を加算する。

２－３－３ 施工歩掛 ２－３－３ 施工歩掛
１）作業能力 １）作業能力

(1) 能力算定式 (1) 能力算定式
なお、搬入経路や施工現場の水深が浅かったり、平面形状により瀬取り投入が必要な場合で、施工実態と なお、現場条件により瀬取り投入が必要な場合は、「９節 裏込・裏埋工、瀬取り ２－７－３施工歩掛

上式の能力に乖離がある場合など上式によることが不適当と認められる場合は、施工条件を勘案し潜水士船 １）作業能力」を準用するが、ｑは被覆石投入を採用する。
１日当り投入指示量を補正しなければならない。「９節 裏込・裏埋工、瀬取り ２－７－３施工歩掛１）
作業能力」を準用。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章5節 ２）代価表 ２）代価表 瀬取り投入の考え方
被覆・根固工 (1) 被覆石投入 1,000ｍ３当り (1) 被覆石投入 1,000ｍ３当り の整理

3-5-8
数 量 名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要

名 称 形 状 寸 法 単位 摘 要
直接投入 瀬取り投入 被 覆 石 ～ kg／個 ｍ３ 1,000×(1＋Ｗ/100) 割増しを含む

被 覆 石 ～ kg／個 ｍ３ 1,000×(1＋Ｗ/100) 割増しを含む 潜 水 士 船 Ｄ180PS型 3～5t吊 日 1,000×(1＋Ｗ/100)/Ｑ 就業8Ｈ

潜水士船 運転 Ｄ180PS型 3～5t吊 日 1,000×(1＋Ｗ/100)/Ｑ 就業8Ｈ 雑 材 料

ｸﾚｰﾝ付台船 〃 ｔ吊 〃 － 1,000×(1+Ｗ/100)/Ｑ×ｎ 運6Ｈ／就8Ｈ 注）1.被覆石は、原則として現場投入渡しの単価である。
2.Ｗ:材料割増率(％)

台 船 〃 鋼 ｔ積 〃 － 1,000×(1+Ｗ/100)/Ｑ×ｎ 就業8Ｈ 3.Ｑ:潜水士船1日当り投入指示量（扱い数量、ｍ３/日）
4.作業船等の数量は、小数3位四捨五入とする。

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 － 1,000×(1+Ｗ/100)/Ｑ×ｎ 運2Ｈ／就8Ｈ

雑 材 料

注）1.被覆石は、原則として現場投入渡しの単価である。
2.Ｗ:材料割増率(％)
3.Ｑ:潜水士船1日当り投入指示量（扱い数量、ｍ３/日）
4.ｎ:1日当り必要隻数（隻/日）
5.作業船等の数量は、小数3位四捨五入とする。
6.クレーン付台船、台船、引船は、瀬取り投入の場合に計上する。なお、この場合のバケット損料

は雑材料に含まれる。
7.クレーン付台船の規格・隻数は、１日当り投入量、吊り荷重と旋回半径等の現場条件により決定

する。
8.引船、台船の隻数は、１日当り運搬量、運搬距離等の現場条件により決定する。
9.引船規格は、「第２章 工事費の積算、１節 直接工事費、付属資料－１ 作業能力等、２．作
業船と引船の標準組合せ」による。

第3章6節 ２－３－２ クレーン類の規格の選定 リーチ等の現場条件
上部工 ２）構造形式およびコンクリート打設方法別のクレーン類の最小規格を下表に示す。 削除 を考慮して決定する
3-6-8 (1) 陸上施工 もののため削除

コンクリート ク ロ ー ラ ラフテレーン
構 造 形 式 摘 要

打 設 方 式 ク レ ー ン ク レ ー ン

ク レ ー ン (油) 35 t吊 (油) 25 t吊
重 力 式

ミキ サー車 (〃) 35 〃 (〃) 25 〃

打設方式に
桟 橋 式 (〃) 35 〃 (〃) 35 〃

係わらず

ク レ ー ン (〃) 35 〃 (〃) 25 〃
そ の 他

ミキ サー車 (〃) 35 〃 (〃) 25 〃

(2) 海上施工

コンクリート ク ロ ー ラ ラフテレーン
構 造 形 式 摘 要

打 設 方 式 ク レ ー ン ク レ ー ン

重 力 式 (油) 35 t吊 (油) 25 t吊
打設方式に

桟 橋 式 (〃) 35 〃 －
係わらず

そ の 他 (〃) 35 〃 (油) 25 t吊

コンクリート ク レ ー ン 起重機船
構 造 形 式 摘 要

打 設 方 式 付 台 船 (非航旋回）

重 力 式
打設方式に

桟 橋 式 35～40t吊 鋼Ｄ 25t吊
係わらず

そ の 他

第3章6節 ２－１２－５－２ コンクリートミキサ－船の規格選定 ２－１２－５－２ コンクリートミキサ－船の規格選定 条件の明示
上部工 ４）最低規格船の選定 ４）最低規格船の選定
3-6-31 コンクリートミキサー船の最低規格は、「１日当り平均混合量(ＱＥ)」と「１時間当り混合能力(ｑ)と１日 コンクリートミキサー船の最低規格は、「１日当り平均混合量(割増し含む)(ＱＥ)」と「１時間当り混合能力

当り混合時間(Ｔ１)」との比較により選定する。 (ｑ)と１日当り混合時間(Ｔ１)」との比較により選定する。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章6節 ２－１２－５－４ 施工歩掛 ２－１２－５－４ 施工歩掛 条件の明示
上部工 １）コンクリート混合 １）コンクリート混合
3-6-32 (2) コンクリートミキサー船の運転時間 (2) コンクリートミキサー船の運転時間

Ｔ＝ＱＥ／ｑ （小数１位切上げ） Ｔ＝ＱＥ／ｑ （小数１位切上げ）
Ｔ ：コンクリートミキサー船１日当り運転時間(h／日) Ｔ ：コンクリートミキサー船１日当り運転時間(h／日)
ＱＥ：１日当り平均混合量(現場条件により求まる１日当り計画平均打設量 ) ＱＥ：１日当り平均混合量(割増し含む)(現場条件により求まる１日当り計画平均打設量 )

２）コンクリートミキサー船拘束費 ２）コンクリートミキサー船拘束費
(1) 工程待ちによる拘束 (1) 工程待ちによる拘束

Ｄ ＝ Ｎ × Ｋ （小数１位を二捨三入または七捨八入） Ｄ ＝ Ｎ × Ｋ （小数１位を二捨三入または七捨八入）
Ｄ：工程待ち拘束日数(日) Ｄ：工程待ち拘束日数(日)
Ｎ：延べ混合日数(日) （延べ混合日数は20日を上限とする） Ｎ：延べ混合日数(日) （延べ混合日数は20日を上限とする）

Ｎ ＝ ΣＱ／ＱＥ (小数１位切上げ) Ｎ ＝ ΣＱ／ＱＥ (小数１位切上げ)
∑Ｑ：総混合量(ｍ３) ∑Ｑ：総混合量(ｍ３)
ＱＥ ：１日当り平均混合量(ｍ３／日) ＱＥ ：１日当り平均混合量(割増し含む)(ｍ３／日)

Ｋ：拘束発生率（0.30） Ｋ：拘束発生率（0.30）

第3章6節 ４）代価表 ４）代価表 条件の明示
上部工 (1) コンクリート混合 1,000ｍ３当り (1) コンクリート混合 1,000ｍ３当り
3-6-33

名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要 名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要

セ メ ン ト kg 1,040×(１ｍ３当り使用量)×1.02 割増しを含む (小数１位四捨五入) セ メ ン ト kg 1,040×(１ｍ３当り使用量)×1.02 割増しを含む (小数１位四捨五入)

(１ｍ３当り使用量)×1.10 (１ｍ３当り使用量)×1.10
砂 ｍ３ 1,040× 〃 (小数２位四捨五入) 砂 ｍ３ 1,040× 〃 (小数２位四捨五入)

(骨材の単位容積質量×1,000) (骨材の単位容積質量×1,000)

(１ｍ３当り使用量)×1.05 (１ｍ３当り使用量)×1.05
砂 利 （砕 石） 〃 1,040× 〃 (小数２位四捨五入) 砂 利 （砕 石） 〃 1,040× 〃 (小数２位四捨五入)

(骨材の単位容積質量×1,000) (骨材の単位容積質量×1,000)

(１ｍ３当り使用量) (１ｍ３当り使用量)
水 〃 1,040× 〃 (小数２位四捨五入) 水 〃 1,040× 〃 (小数２位四捨五入)

1,000 1,000

混 和 剤 kg 1,040×(１ｍ３当り使用量) 〃 (小数１位四捨五入) 混 和 剤 kg 1,040×(１ｍ３当り使用量) 〃 (小数１位四捨五入)

ﾊﾞｯﾁ式 ｍ３ ﾊﾞｯﾁ式 ｍ３

ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ船 運転 または 日 1,040/QＥ 運:作業能力／就8Ｈ ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ船 または 日 1,040/QＥ 運:作業能力／就8Ｈ
ｺﾝﾃｨﾆｱｽ式 型 ｺﾝﾃｨﾆｱｽ式 型

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 1,040/QＥ 〃 引 船 鋼Ｄ PS型 〃 1,040/QＥ 〃

揚 錨 船 〃 鋼Ｄ t吊 〃 1,040/QＥ 就業8Ｈ 揚 錨 船 鋼Ｄ t吊 〃 1,040/QＥ 就業8Ｈ

雑 材 料 雑 材 料

注）1.QＥ:１日当り平均混合量（扱い数量、ｍ３/日） 注）1.QＥ:１日当り平均混合量(割増し含む)（ｍ３/日）
2.作業船の数量は、小数3位四捨五入とする。 2.作業船の数量は、小数3位四捨五入とする。

第3章6節 ５）その他 ５）その他 他ページに記載があ
上部工 胸壁及び蓋目地ｺﾝｸﾘｰﾄの作業半径算定は、単独工種の場合の参考。 胸壁及び蓋目地ｺﾝｸﾘｰﾄの作業半径算定は、単独工種の場合の参考。 るため削除
3-6-(5) また、起重機船等と引船の組合せが全て｢2.上部ｺﾝｸﾘｰﾄ工 2-3ｸﾚｰﾝ規格の選定｣に記述されていないこと

から、下記に示す。 削除

起重機船等と 引船の組合せ

起重機船（非航旋回） クレーン付台船

起重機船 引船規格 クレーン付台船 引船規格

鋼Ｄ 25ｔ吊 鋼Ｄ 300PS型 35～40ｔ吊 鋼Ｄ 300PS型

〃 30 〃 〃 350 〃 50 〃 〃 450 〃

〃 40 〃 〃 450 〃 80 〃 〃 500 〃

〃 50 〃 〃 500 〃 100 〃 〃 550 〃

〃 70 〃 〃 550 〃 150 〃 〃 600 〃

〃 100 〃 〃 600 〃

〃 120 〃 〃 700 〃

〃 150 〃 〃 700 〃

〃 200 〃 〃 800 〃

〃 250 〃 〃 1000 〃

上記表は、積算基準｢第2章 工事費の積算 1節 直接工事費 付属資料－1作業能力等 2.作業船と引船の
標準組合せ」による。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章6節 ［現場条件により最低規格以外を選定する場合］ ［現場条件により最低規格以外を選定する場合］ 誤字の修正
上部工 ②ミキサー船運転日数の算定 ②ミキサー船運転日数の算定
3-6-(7) バッチ式（1.5m３）の場合

ＱE 2×ｄ 139 2×4.0 ＱE 2×ｄ 139 2×4.0
Ｔ＝ ＋ ＋ｔ ＋ ＋ 0.33 ＋ ＋ｔ ＋ ＋ 0.33

ｑ Ｖ 30.0 6.0 ｑ Ｖ 30.0 6.0
＝ Ｎ＝ ＝

Ｔ 6.0 6.0 6.0

２）上部コンクリート ２）上部コンクリート
［現場条件により最低規格以外を選定する場合］ ［現場条件により最低規格以外を選定する場合］

①コンティニアス式（90型）を採用する場合 ①コンティニアス式（45型）を採用する場合

第3章6節 ②ミキサー船運転日数の算定 ②ミキサー船運転日数の算定 誤字の修正
上部工 ＱE 2×ｄ 147 2×4.0 ＱE 2×ｄ 147 2×4.0
3-6-(8) Ｔ＝ ＋ ＋ｔ ＋ ＋ 0.33 ＋ ＋ｔ ＋ ＋ 0.33

ｑ Ｖ 27.0 6.0 ｑ Ｖ 27.0 6.0
＝ Ｎ＝ ＝

Ｔ 6.0 6.0 6.0

第3章9節 ２．裏込工 ２．裏込工 記載の追加
裏込・裏埋工 裏込工に含まれる代価表は、下表のとおりである。 裏込工に含まれる代価表は、下表のとおりである。

3-9-6
種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4) 積算要素(ﾚﾍﾞﾙ6) 種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4) 積算要素(ﾚﾍﾞﾙ6)

裏 込 工 目 地 板 防砂目地板取付 防砂目地板取付(陸上・水中) 100ｍ当り 裏 込 工 目 地 板 防砂目地板取付 防砂目地板取付(陸上・水中) 100ｍ当り

裏 込 材 裏 込 材 投 入 裏込材投入(直接投入) 1,000ｍ３当り 裏 込 材 裏 込 材 投 入 裏込材投入(直接投入) 1,000ｍ３当り

裏込材投入(積込・運搬) 1,000ｍ３当り 裏込材投入(積込・運搬) 1,000ｍ３当り

裏込材投入(海上運搬投入) 1,000ｍ３当り 裏込材投入(海上運搬投入) 1,000ｍ３当り

裏 込 均 し 裏 込 均 し 裏込均し(Ⅰ,Ⅱ)(陸上) 100ｍ２当り 裏 込 均 し 裏 込 均 し 裏込均し(Ⅰ,Ⅱ)(陸上) 100ｍ２当り

裏込均し(Ⅱ)(水中) １日（ ｍ２）当り 裏込均し(Ⅱ)(水中) １日（ ｍ２）当り

吸出し防止材 防砂シート敷設 防砂シート敷設 １日（ ｍ２）当り 吸出し防止材 防砂シート敷設 防砂シート敷設 １日（ ｍ２）当り

瀬 取 り 瀬 取 り 投 入 瀬取り投入(自積方式) 1,000ｍ３当り

瀬取り投入(台船方式) 1,000ｍ３当り

瀬取り投入(二次投入方式) 1,000ｍ３当り

第3章9節 ２）代価表 ２）代価表 記載の修正
裏込・裏埋工 (1) 瀬取り投入 1,000ｍ３当り (1) 瀬取り投入(自積方式) 1,000ｍ３当り

3-9-23
①自積方式

②台船方式 (2) 瀬取り投入(台船方式) 1,000ｍ３当り

③二次投入方式 (3) 瀬取り投入(二次投入方式) 1,000ｍ３当り

第3章11節 ４．固化工 ４．固化工 誤字の修正
陸上地盤改良工 ４－１ 深層混合処理杭 3-11-14 ４－１ 敷 砂 3-11-14

目次 ４－２ 敷 砂 3-11-14 ４－２ 敷砂均し 3-11-14
４－３ 敷砂均し 3-11-14 ４－３ 盛上土砂撤去 3-11-14
４－４ 盛上土砂撤去 3-11-14
４－５ 事前混合処理 3-11-14
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章11節 ２．ペーパードレーン ２．ペーパードレーン 記載の修正
陸上地盤改良工 ペーパードレーンに含まれる代価表は、下表のとおりである。 ペーパードレーンに含まれる代価表は、下表のとおりである。

3-11-(10)
種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4) 積算要素(レベル6) 種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4) 積算要素(レベル6)

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ
圧密・排水工 ド レ ー ン 打 込 ドレーン打込 １日（ 本）当り 圧密・排水工 ド レ ー ン 打 込 ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ打込(液状化対策) １日( 本)当り

(液状化対策) (液状化対策)

第3章12節 １２節 土工 １２節 土工 土木基準を参照する
土工 ため修正
目次 １．総則 １．総則

１－１ 適用範囲 3-12- 1 １－１ 適用範囲 3-12- 1
１－２ 積算ツリー 3-12- 1 １－２ 積算ツリー 3-12- 1
１－３ 積算フロー 3-12- 1 １－３ 積算フロー 3-12- 1
１－４ 標準的な積算手順 3-12- 2 １－４ 標準的な積算手順 3-12- 2
１－５ 数量計算等 １－５ 数量計算等

１－５－１ 集計数位 3-12- 2 １－５－１ 集計数位 3-12- 2
１－５－２ 数量の算出 3-12- 3 １－５－２ 数量の算出 3-12- 3
１－５－３ 数量計算の非控除 3-12- 4 １－５－３ 数量計算の非控除 3-12- 4
１－５－４ 測線・測点間隔 3-12- 4 １－５－４ 測線・測点間隔 3-12- 4

２．土工 ２．土工 3-12- 4
２－１ 適用範囲

２－１－１ 適用できる範囲 削除
２－１－１－１ 掘削 3-12- 5
２－１－１－２ 土砂等運搬 3-12- 5
２－１－１－３ 整地 3-12- 5
２－１－１－４ 路体(築堤)盛土 3-12- 5
２－１－１－５ 路床盛土 3-12- 5
２－１－１－６ 押土（ルーズ） 3-12- 5
２－１－１－７ 積込（ルーズ） 3-12- 5
２－１－１－８ 人力積込 3-12- 5
２－１－１－９ 土材料 3-12- 5
２－１－１－１０ 残土等処分 3-12- 5

２－１－２ 適用できない範囲（土木工事標準積算基準書等により別途計上するもの）
２－１－２－１ 掘削 3-12- 6
２－１－２－２ 土砂等運搬 3-12- 6
２－１－２－３ 整地 3-12- 6
２－１－２－４ 路体(築堤)盛土 3-12- 6
２－１－２－５ 路床盛土 3-12- 6
２－１－２－６ 押土（ルーズ） 3-12- 6
２－１－２－７ 積込（ルーズ） 3-12- 6

２－１－３ 適用できない範囲（別途考慮するもの）
２－１－３－１ 土砂等運搬 3-12- 6

２－２ 施工概要
２－２－１ 施工フロー

２－２－１－１ ｢掘削｣､｢押土(ﾙｰｽﾞ)｣､｢積込(ﾙｰｽﾞ)｣､｢人力積込｣､｢土砂等運搬｣ 3-12- 7
２－２－１－２ ｢路体(築堤)盛土｣､｢路体盛土)｣､｢整地｣ 3-12- 7

２－２－２ 土の流れ概念図及び対応施工パッケージ 3-12- 8
２－３ 施工パッケージ

２－３－１ 掘削 3-12- 9

２－３－２ 土砂等運搬 3-12-12
２－３－３ 整地 3-12-18
２－３－４ 路体(築堤)盛土 3-12-19
２－３－５ 路床盛土 3-12-21
２－３－６ 押土（ルーズ） 3-12-23
２－３－７ 積込（ルーズ） 3-12-24
２－３－８ 人力積込 3-12-25
２－３－９ 土材料 3-12-25
２－３－１０ 残土等処分 3-12-25

３．作業土工（床掘工）
３－１ 適用範囲

３－１－１ 適用できる範囲
３－１－１－１ 床掘り 3-12-26
３－１－１－２ 基面整正 3-12-26
３－１－１－３ 舗装版破砕積込（小規模土工） 3-12-26

３－１－２ 適用できない範囲
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掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章12節 ３－１－２－１ 床掘り 3-12-26 削除 土木基準を参照する
土工 ３－１－２－２ 基面整正 3-12-26 ため修正
目次 ３－２ 施工概要

３－２－１ 施工フロー 3-12-27
３－３ 施工パッケージ

３－３－１ 床堀り 3-12-28
３－３－２ 基面整正 3-12-29
３－３－３ 舗装版破砕積込（小規模土工） 3-12-30

４．作業土工（埋戻工）
４－１ 適用範囲

４－１－１ 適用できる範囲
４－１－１－１ 埋戻し 3-12-31
４－１－１－２ タンパ締固め 3-12-31

４－２ 施工概要
４－２－１ 施工フロー 3-12-31

４－３ 施工パッケージ
４－３－１ 埋戻し 3-12-32

４－３－２ タンパ締固め 3-12-33

第3章12節 １－４ 標準的な積算手順 １－４ 標準的な積算手順 土木基準を参照する
土工 ２－３ 施工パッケージ（土工の積算） 施工パッケージ ため修正

3-12-2 ２－３－１～２－３－８ (土工)
・標準単価 → 補 正 式 → ・掘削

・標準単価 → 補 正 式 → ・掘削 ・土砂等運搬
・土砂等運搬 ・整地
・整地 ・路体（築堤）盛土
・路体（築堤）盛土 ・路床盛土

・路床盛土 ・押土（ルーズ）
・押土（ルーズ） ・積込（ルーズ）
・積込（ルーズ） ・人力積込
・人力積込 (作業土工(床掘工))

積算単価 1ｍ３当り ・床掘り
・基面整正

３－３ 施工パッケージ（作業土工(床掘工)の積算） ・舗装版破砕積込（小規模土工）
３－３－１～３－３－３ (作業土工(埋戻工))

・埋戻し
・標準単価 → 補 正 式 → ・床掘り ・タンパ締固め

・基面整正 積算単価 1ｍ３当り
・舗装版破砕積込（小規模土工）

積算単価 1ｍ３当り

４－３ 施工パッケージ（作業土工(埋戻工)の積算）
４－３－１～４－３－２

・標準単価 → 補 正 式 → ・埋戻し
・タンパ締固め

積算単価 1ｍ３当り

１－５－１ 集計数位 １－５－１ 集計数位 単位の追加

種別(レベル3) 細別(レベル4） 内 容 単位 数 位 摘 要 種別(レベル3) 細別(レベル4） 内 容 単位 数 位 摘 要

土 工 掘 削 土 工 量 ｍ３ １位止めを原則と 四捨五入 土 工 掘 削 土 工 量 ｍ３ １位止めを原則と 四捨五入
する。 する。

土 砂 等 運 搬 土 砂 等 運 搬 〃

整 地 整 地 〃

路 体 (築 堤 )盛 土 路 体 (築 堤 )盛 土 〃

路 床 盛 土 路 床 盛 土 〃

押 土 ( ル ー ズ ) 押 土 ( ル ー ズ ) 〃

積 込 ( ル ー ズ ) 積 込 ( ル ー ズ ) 〃

人 力 積 込 人 力 積 込 〃

作 業 土 工 床 掘 り 作 業 土 工 床 掘 り 〃

(床 掘 工) 基 面 整 正 (床 掘 工) 基 面 整 正 ｍ２

舗 装 版 破 砕 積 込 舗 装 版 破 砕 積 込 〃
( 小 規 模 土 工 ) ( 小 規 模 土 工 )

作 業 土 工 埋 戻 し 作 業 土 工 埋 戻 し ｍ３

(埋 戻 工) タ ン パ 締 固 め (埋 戻 工) タ ン パ 締 固 め 〃
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第3章12節 １－５－４ 測線・測点間隔 １－５－４ 測線・測点間隔 土木基準を参照する
土工 ため修正

3-12-4 種別(レベル3) 細別(レベル4) 現地盤の状況 測線 ・測点間隔（ｍ） 摘 要 種別(レベル3) 細別(レベル4) 現地盤の状況 測線 ・測点間隔（ｍ） 摘 要

平 坦 な 地 盤 10 ～ 50 平 坦 な 地 盤 10 ～ 50
掘 削 工 土 砂 掘 削 掘 削 工 土 砂 掘 削

起伏の激しい地盤 5 ～ 25 起伏の激しい地盤 5 ～ 25

２．土工
「土木工事標準積算基準書 第Ⅱ編 第１章 土工」を適用する。

第3章12節 ２．土工 土木基準を参照する
土工 土工に含まれる代価表は、下表のとおりである。 削除 ため修正

3-12-5
種別(レベル3) 細別(レベル4) 積 算 要 素（レベル6）

土 工 掘 削 施 工 パ ッ ケ ー ジ 掘削 1ｍ３当り

土 砂 等 運 搬 施 工 パ ッ ケ ー ジ 土砂等運搬 1ｍ３当り

整 地 施 工 パ ッ ケ ー ジ 整地 1ｍ３当り

路体(築堤)盛土 施 工 パ ッ ケ ー ジ 路体(築堤)盛土 1ｍ３当り

路 床 盛 土 施 工 パ ッ ケ ー ジ 路床盛土 1ｍ３当り

押土(ルーズ) 施 工 パ ッ ケ ー ジ 押土(ルーズ) 1ｍ３当り

積込(ルーズ) 施 工 パ ッ ケ ー ジ 積込(ルーズ) 1ｍ３当り

人 力 積 込 施 工 パ ッ ケ ー ジ 人力積込 1ｍ３当り

２－１ 適用範囲
本項は、施工パッケージによる港湾・海岸工事の土工に適用する。

２－１－１ 適用できる範囲
２－１－１－１ 掘削
１）土砂、岩塊・玉石の掘削
２）掘削深さが5ｍ以内のバックホウ掘削の場合
３）破砕片除去を伴う際は、掘削面と機械基面の高低差が5ｍまでの場合

２－１－１－２ 土砂等運搬
１）自工区内の土砂等の運搬
２）土取場（仮置場）から採取する土砂等の運搬
３）構造物築造のために行う作業土工で生じた残土の処分場又は他工区までの運搬
４）掘削工で生じた残土の処分場又は他工区までの運搬

２－１－１－３ 整地
１）構造物築造のために行う作業土工で生じた土砂等又は掘削工で生じた土砂等の受入れ地（仮置場）での整地

２－１－１－４ 路体（築堤）盛土
１）自工区内で掘削又は作業土工により発生した土砂等を使用した路体（築堤）盛土
２）他工区内で発生し運搬されてくる土砂等を使用した路体（築堤）盛土
３）土取場（仮置場）で採取し運搬されてくる土砂等を使用した路体（築堤）盛土
４）購入土を使用した路体（築堤）盛土

２－１－１－５ 路床盛土
１）自工区内で掘削又は作業土工により発生した土砂等を使用した路床盛土
２）他工区内で発生し運搬されてくる土砂等を使用した路床盛土
３）土取場（仮置場）で採取し運搬されてくる土砂等を使用した路床盛土
４）購入土を使用した路床盛土

２－１－１－６ 押土（ルーズ）
１）運搬距離60ｍ以下の押土による土砂等の運搬作業の場合
２）運搬距離30ｍ以下の岩掘削後の集積用押土の場合

２－１－１－７ 積込（ルーズ）
１）土取場（仮置場）から採取する場合の土砂等の積込み
２）仮置きされた土砂等の積込み
３）破砕片除去の場合

２－１－１－８ 人力積込
１）仮置きされた土砂等の人力による積込み

２－１－１－９ 土材料
１）港湾・海岸工事における土工事一般の施工において土材料(現場渡し単価又は土場渡し単価)を購入する場合

２－１－１－１０ 残土等処分
１）残土運搬された土砂等の残土の処分場での処分
２）泥水運搬された汚泥、泥水等の受入れ地での処分

第3章12節 削除 土木基準を参照する
土工 ため修正

3-12-6～33
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第3章13節 ３．コンクリート舗装工 ３．コンクリート舗装工 記載の修正
舗装工 コンクリート舗装工に含まれる代価表は、下表のとおりである。 コンクリート舗装工に含まれる代価表は、下表のとおりである。
3-13-6

種別(レベル3） 細別(レベル4） 積 算 要 素（レベル6） 種別(レベル3） 細別(レベル4） 積 算 要 素（レベル6）

コ ン ク リ ー ト 上 ・ 下 層 路 盤 路 盤 材 敷 均 し 転 圧 路盤材敷均し転圧 コ ン ク リ ー ト 上 ・ 下 層 路 盤 路 盤 材 敷 均 し 転 圧 路盤材敷均し転圧
舗 装 工 1,000ｍ２当り 舗 装 工 1,000ｍ２当り

路盤材敷均し転圧（人力） 路盤材敷均し転圧（人力）
１日（757ｍ２）当り １日（757ｍ２）当り

コンクリート舗装 鋼 製 型 枠 設 置 撤 去 鋼製型枠設置撤去 100ｍ当り コンクリート舗装 鋼 製 型 枠 設 置 撤 去 鋼製型枠設置撤去 100ｍ当り

軌 条 設 置 撤 去 軌条設置撤去 100ｍ当り 軌 条 設 置 撤 去 軌条設置撤去(ｺﾝｸﾘｰﾄ上) 100ｍ当り

コ ン ク リ ー ト 舗 設 大型機械舗設 １日（ ｍ２）当り コ ン ク リ ー ト 舗 設 大型機械舗設 １日（ ｍ２）当り

第3章13節 ４－２ 施工フロー ４－２ 施工フロー 記載の修正
舗装工 上･下層路盤 上･下層路盤
3-13-19

路盤材敷均し転圧（敷均し） 路盤材敷均し転圧（敷均し）

路盤材敷均し転圧（整 地） 路盤材敷均し転圧（整 地）

路盤材敷均し転圧（転 圧） 路盤材敷均し転圧（転 圧）

基層 表層 基層 表層

プ ラ イ ム コ ー ト タ ッ ク コ ー ト プ ラ イ ム コ ー ト タ ッ ク コ ー ト
タ ッ ク コ ー ト

ア ス フ ァ ル ト 舗 設
ア ス フ ァ ル ト 舗 設

注）本項の歩掛は、 の部分である。
注）本項の歩掛は、 の部分である。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章15節 １５節 構造物撤去工 １５節 構造物撤去工
構造物撤去工

目次 １．総則 １．総則

１－１ 適用範囲 3-15- 1 １－１ 適用範囲 3-15- 1

１－２ 積算ツリー 3-15- 1 １－２ 積算ツリー 3-15- 1

１－３ 積算フロー 3-15- 1 １－３ 積算フロー 3-15- 1

１－４ 数量計算等 １－４ 数量計算等

１－４－１ 集計数位 3-15- 1 １－４－１ 集計数位 3-15- 1

２．取壊し工 ２．取壊し工

２－１ コンクリート取壊し ２－１ コンクリート取壊し

２－１－１ 適用範囲 3-15- 2 ２－１－１ 適用範囲 3-15- 2

２－１－２ 施工フロー 3-15- 2 ２－１－２ 施工フロー 3-15- 2

２－１－３ 代価表作成手順 3-15- 2 ２－１－３ 代価表作成手順 3-15- 2

２－１－４ 施工方法 3-15- 3 ２－１－４ 施工方法 3-15- 3

２－１－５ 施工歩掛 3-15- 3 ２－１－５ 施工歩掛 3-15- 3

３．撤去工 ３．撤去工

３－１ 石材撤去 ３－１ 石材撤去

３－１－１ 適用範囲 3-15- 7 ３－１－１ 適用範囲 3-15- 4 土木基準を参照する

３－１－２ 施工フロー 3-15- 7 ３－１－２ 施工フロー 3-15- 4 ため修正

３－１－３ 代価表作成手順 3-15- 7 ３－１－３ 代価表作成手順 3-15- 4

３－１－４ 作業船の規格選定 3-15- 8 ３－１－４ 作業船の規格選定 3-15- 5

３－１－５ ガット船規格、最大作業水深等 3-15- 8 ３－１－５ ガット船規格、最大作業水深等 3-15- 5

３－１－６ 施工歩掛 3-15- 8 ３－１－６ 施工歩掛 3-15- 5

３－２ ブロック撤去 ３－２ ブロック撤去

３－２－１ 適用範囲 3-15-11 ３－２－１ 適用範囲 3-15- 8

３－２－２ 施工方式と施工概要 3-15-11 ３－２－２ 施工方式と施工概要 3-15- 8

３－２－３ 施工方式の概念図 3-15-11 ３－２－３ 施工方式の概念図 3-15- 8

３－２－４ 施工フロー 3-15-12 ３－２－４ 施工フロー 3-15- 9

３－２－５ 作業船・機械の組合せ 3-15-12 ３－２－５ 作業船・機械の組合せ 3-15- 9

３－２－６ 水中と陸上の工事区分 3-15-13 ３－２－６ 水中と陸上の工事区分 3-15-10

３－２－７ ブロック撤去 ３－２－７ ブロック撤去

３－２－７－１ 代価表作成手順 3-15-13 ３－２－７－１ 代価表作成手順 3-15-10

３－２－７－２ 施工歩掛 3-15-14 ３－２－７－２ 施工歩掛 3-15-11

３－２－８ ブロック撤去運搬(海上一連方式) ３－２－８ ブロック撤去運搬(海上一連方式)

３－２－８－１ 代価表作成手順 3-15-15 ３－２－８－１ 代価表作成手順 3-15-12

３－２－８－２ 施工歩掛 3-15-15 ３－２－８－２ 施工歩掛 3-15-12

３－２－９ ブロック撤去運搬(陸上連携方式) ３－２－９ ブロック撤去運搬(陸上連携方式)

３－２－９－１ 代価表作成手順 3-15-17 ３－２－９－１ 代価表作成手順 3-15-14

３－２－９－２ 施工歩掛 3-15-18 ３－２－９－２ 施工歩掛 3-15-15

３－３ 鋼矢板・Ｈ形鋼杭引抜撤去 3-15-19 ３－３ 鋼矢板・Ｈ形鋼杭引抜撤去 3-15-16

３－４ 防舷材撤去 ３－４ 係船柱撤去 市場単価の試行が完

３－４－１ 適用範囲 3-15-20 ３－４－１ 適用範囲 3-15-17 了したため追加

３－４－２ 施工フロー 3-15-20 ３－４－２ 施工フロー 3-15-17

３－４－３ 代価表作成手順 3-15-20 ３－４－３ 代価表作成手順 3-15-17

３－４－４ 施工歩掛 3-15-20 ３－４－４ 施工歩掛 3-15-17

３－５ 車止撤去 ３－５ 防舷材撤去

３－５－１ 適用範囲 3-15-21 ３－５－１ 適用範囲 3-15-18

３－５－２ 施工フロー 3-15-21 ３－５－２ 施工フロー 3-15-18

３－５－３ 代価表作成手順 3-15-21 ３－５－３ 代価表作成手順 3-15-18

３－５－４ 施工歩掛 3-15-21 ３－５－４ 施工歩掛 3-15-18

３－６ 車止撤去

３－６－１ 適用範囲 3-15-19

３－６－２ 施工フロー 3-15-19

３－６－３ 代価表作成手順 3-15-19

３－６－４ 施工歩掛 3-15-19
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章15節 １－２ 積算ツリー １－２ 積算ツリー 市場単価の試行が完
構造物撤去工 了したため追加

3-15-1 工種(ﾚﾍﾞﾙ2) 種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4） 工種(ﾚﾍﾞﾙ2) 種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4）

構造物撤去工 取 壊 し 工 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 取 壊 し 構造物撤去工 取 壊 し 工 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 取 壊 し

撤 去 工 石 材 撤 去 撤 去 工 石 材 撤 去

ブ ロ ッ ク 撤 去 ブ ロ ッ ク 撤 去

鋼矢板・Ｈ形鋼杭 鋼矢板・Ｈ形鋼杭
引抜撤去 引抜撤去

防 舷 材 撤 去 係 船 柱 撤 去

車 止 撤 去 防 舷 材 撤 去

係 船 柱 撤 去 車 止 撤 去

鋼 管 杭 引 抜 撤 去 鋼 管 杭 引 抜 撤 去

１－３ 積算フロー １－３ 積算フロー

構造物撤去工 構造物撤去工

取壊し工 撤去工 取壊し工 撤去工

コンクリート取壊し 石 材 撤 去 コンクリート取壊し 石 材 撤 去

ブ ロ ッ ク 撤 去 ブ ロ ッ ク 撤 去

防 舷 材 撤 去 係 船 柱 撤 去

車 止 撤 去 防 舷 材 撤 去

車 止 撤 去

１－４ 数量計算等 １－４ 数量計算等
１－４－１ 集計数位 １－４－１ 集計数位

種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4) 内 容 単位 数 位 摘 要 種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4) 内 容 単位 数 位 摘 要

取 壊 し 工 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 取 壊 し ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 量 ｍ３ １位止を原則 四捨五入 取 壊 し 工 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 取 壊 し ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 量 ｍ３ １位止を原則 四捨五入

撤 去 工 石 材 撤 去 石 材 量 〃 とする。 撤 去 工 石 材 撤 去 石 材 量 〃 とする。

ブ ロ ッ ク 撤 去 ブロック個数 個 ブ ロ ッ ク 撤 去 ブロック個数 個

防 舷 材 撤 去 防 舷 材 基 数 基 係 船 柱 撤 去 係 船 柱 基 数 基

車 止 撤 去 車 止 延 長 ｍ 防 舷 材 撤 去 防 舷 材 基 数 〃

車 止 撤 去 車 止 延 長 ｍ
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章15節 ２－１－３ 代価表作成手順 ２－１－３ 代価表作成手順 市場単価の改訂によ
構造物撤去工 ［コンクリート取壊しの積算］ ［コンクリート取壊しの積算］ る修正

3-15-2 【第４章 市場単価】 【第４章 市場単価】
２－１－４ ２－１－４

①取壊し方式 ①取壊し方式
・施工条件 → 取 壊 し 方 式 の 選 定 → 機械施工 ・施工条件 → 取 壊 し 方 式 の 選 定 → 機械施工

大型ブレーカ 大型ブレーカ
コンクリート圧砕機 コンクリート圧砕機
人力施工 人力施工
コンクリートブレーカ コンクリートブレーカ

ã ã

①取壊し方式 → 単 価 区 分 の 選 定 →②標準市場単価(規格･仕様) ①取壊し方式 → 単 価 区 分 の 選 定 →②標準単価(規格･仕様)
・構造物の種類 ・構造物の種類

ã ã
２－１－５ ２－１－５

・施工規模 → 加 算 率 の 選 定 →③施工規模加算率､補正係数 ・低騒音、低振動対策 → 補 正 係 数 の 選 定 →③補正係数
・時間的制約(夜間) 補 正 係 数 の 選 定

ã
ã

②標準単価(規格･仕様) → 代 価 表 の 作 成 →・構造物取壊し
②標準市場単価(規格･仕様) → 代 価 表 の 作 成 →・構造物取壊し ③補正係数 10ｍ３当り代価表
③加算率、補正係数 10ｍ３当り代価表

ã
ã

第3章15節 ２－１－５ 施工歩掛 ２－１－５ 施工歩掛 市場単価の改訂によ
構造物撤去工 １）構造物取壊し １）構造物取壊し る修正

3-15-3 (1) 市場単価の算定 (1) 市場単価の算定

市場単価＝標準市場単価×(１＋Ｓ０またはＳ１/100)×(Ｋ１×Ｋ２×Ｋ 3) （小数１位切捨て） 市場単価＝標準単価×Ｋ１ （小数１位切捨て）
Ｓ０、Ｓ１ ：加算率 (物価資料による) Ｋ１：補正係数(物価資料による)
Ｋ１、Ｋ２、Ｋ 3：補正係数( 〃 )

第3章15節 ２－１－５ 施工歩掛 ２－１－５ 施工歩掛 土木基準を参照する
構造物撤去工 ２）コンクリートガラ運搬（施工パッケージ） ２）コンクリートガラ運搬（施工パッケージ） ため修正

3-15-3 (1) 適用範囲 「土木工事標準積算基準書 第Ⅱ編 第２章 ㉕殻運搬」を適用する。
本項は、施工パッケージによるコンクリートガラ運搬に適用する。

①適用できる範囲
１．既設コンクリート構造物のとりこわしにより発生したガラ（鉄筋・無筋）の運搬の場合 削除
２．バックホウを用いて行う平均施工幅1ｍ未満の舗装版破砕（舗装厚5cm以内）により発生したガラの運

搬の場合
②適用できない範囲

１．路面切削作業で発生したアスファルトガラの運搬
２．電線共同溝におけるアスファルト舗装版の破砕作業により発生したガラの運搬
３．自動車専用道路を利用する場合
４．運搬距離が60㎞を超える場合

(2) 施工パッケージ
①条件区分

条件区分は、下表を標準とする。
コンクリートガラ運搬 積算条件区分一覧

(積算単位：m3）

ガラ発生作業 積込工法区分 DID 区間の有無 運搬距離
0.3km 以下

0.5km 以下

1.0km 以下

1.5km 以下

2.0km 以下

コンクリート 3.0km 以下

（無筋・鉄筋） 機械積込 無し 4.0km 以下

構造物とりこわし 5.5km 以下

6.5km 以下

7.5km 以下

9.5km 以下

11.5km 以下

15.5km 以下

22.5km 以下

49.5km 以下

60.0km 以下

第3章15節 削除 土木基準を参照する
構造物撤去工 ため修正
3-15-4～6
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章15節 ３－４ 係船柱撤去 市場単価の試行が完
構造物撤去工 ３－４－１ 適用範囲 了したため追加

3-15-17 本項は、係船柱（曲柱、直柱）本体を撤去する工事に適用する。

３－４－２ 施工フロー

係船柱撤去

積込運搬

再生資源化施設

注）本項の歩掛は、 の部分である。

再生資源化施設までの積込運搬及び処分は含まない。

３－４－３ 代価表作成手順

・規格・工法 → 市場単価適用の検討 →・市場単価適用条件以外は
別途積算

ã
【第４章 市場単価】
３－４－４

［係船柱撤去の積算］

・係船柱のけん引力 → 代価表の作成 →・係船柱撤去
・標準市場単価 １日（ 基）当り代価表

３－４－４ 施工歩掛
１）代価表

(1) 係船柱撤去 １日（ 基）当り

数量

単
名称 形状寸法 100～150kN 150～1,000kN 摘要

位 100kN未満 1,000kN以上
未満 未満

曲柱kN型(t型)
係船柱撤去 または 基 5 2 2 1 市場単価

直柱kN型(t型)

注）1.特殊な係船柱の撤去、中詰コンクリートの撤去および特殊工法を使用する場合は別途考慮する。
2.足場架払は含まない。
3.架台の撤去は含まない。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章15節 ３－４ 防舷材撤去 ３－５ 防舷材撤去 係船柱撤去が追加さ
構造物撤去工 ３－４－１ 適用範囲 ３－５－１ 適用範囲 れたため修正

3-15-20

３－４－２ 施工フロー ３－５－２ 施工フロー

３－４－３ 代価表作成手順 ３－５－３ 代価表作成手順

・規格・工法 → 市場単価適用の検討 →・市場単価適用条件以外は ・規格・工法 → 市場単価適用の検討 →・市場単価適用条件以外は
別途積算 別途積算

ã ã
【第４章 市場単価】 【第４章 市場単価】
３－４－４ ３－５－４

［防舷材撤去の積算］ ［防舷材撤去の積算］
・防舷材の高さ ・防舷材の高さ
・標準市場単価(ｸﾚｰﾝ抜き)→ 代価表の作成 →・防舷材撤去 ・標準市場単価(ｸﾚｰﾝ抜き)→ 代価表の作成 →・防舷材撤去
・クレーンの機種・規格 １日（ 基）当り代価表 ・クレーンの機種・規格 １日（ 基）当り代価表

３－４－４ 施工歩掛 ３－５－４ 施工歩掛

第3章15節 ３－５ 車止撤去 ３－６ 車止撤去 係船柱撤去が追加さ
構造物撤去工 ３－５－１ 適用範囲 ３－６－１ 適用範囲 れたため修正

3-15-21
３－５－２ 施工フロー ３－６－２ 施工フロー

３－５－３ 代価表作成手順 ３－６－３ 代価表作成手順

［車止撤去の積算］ ［車止撤去の積算］
・工法等 → 市場単価適用の検討 →・市場単価適用条件以外は ・工法等 → 市場単価適用の検討 →・市場単価適用条件以外は

別途積算 別途積算

ã ã
【第４章 市場単価】 【第４章 市場単価】
３－５－４ ３－６－４

・車止規格 → 代価表の作成 →・車止撤去 ・車止規格 → 代価表の作成 →・車止撤去
100ｍ当り代価表 100ｍ当り代価表

３－５－４ 施工歩掛 ３－６－４ 施工歩掛

第3章16節 ２）ウォータージェットの規格 ２）ウォータージェットの規格 単位の修正
仮設工 (1) ウォータージェットの規格 (1) ウォータージェットの規格
3-16-16 ウォータージェットの規格は、下表を標準とする。 ウォータージェットの規格は、下表を標準とする。

ウォータージェットの規格 ウォータージェットの規格

ウォータージェット／エンジン式 ウォータージェット／エンジン式

備 考 備 考
エンジン出力 吐 出 圧 力 吐出流量 エンジン出力 吐 出 圧 力 吐出流量

kW N/mm2 (�/min) kW MPa (�/min)

243 14.7 895 243 14.7 895

第3章16節 ２）貫入抵抗値 ２）貫入抵抗値 条件の明示
仮設工

3-16-(8) ①鋼管杭 ①鋼管杭
－ －

Ｒ１＝300×Ｎ×Ａp＋2×Ｎ×Ｌｂ×Ａs （小数１位四捨五入） Ｒ１＝300×Ｎ×Ａp＋2×Ｎ×Ｌｂ×Ａs （小数１位四捨五入）

Ｒ１ ：鋼管杭の貫入抵抗値（kＮ） Ｒ１ ：鋼管杭の貫入抵抗値（kＮ）
Ａp ：鋼管杭の先端面積（閉塞率100％）（ｍ２） Ａp ：鋼管杭の先端面積（閉塞率100％）（ｍ２）
Ｌｂ ：鋼管杭の打設長（ｍ） Ｌｂ ：鋼管杭の打設長（ｍ）
Ａs ：鋼管杭の周長（ｍ） Ａs ：鋼管杭の周長（ｍ）
Ｎ ：鋼管杭先端地盤のＮ値 Ｎ ：鋼管杭先端地盤のＮ値
－ －
Ｎ ：鋼管杭周辺地盤の加重平均Ｎ値 Ｎ ：鋼管杭周辺地盤の加重平均Ｎ値

（表層Ｎ値＝0の区間は根入れ長に加算しない。） （表層から連続するＮ値＝0の区間は根入れ長に加算しない。）

第4章 １．市場単価の調査方法および決定方法 4-1-1 １．市場単価の調査方法および決定方法 必要ないため削除
市場単価 １－１ 市場単価の調査方法 4-1-1 １－１ 市場単価の調査方法 4-1-1

目次 １－２ 市場単価の決定方法 4-1-1 １－２ 市場単価の決定方法 4-1-1
１－３ 適用にあたっての主な留意事項 4-1-1 １－３ 適用にあたっての主な留意事項 4-1-1
１－４ 市場単価の公表 4-1-1 １－４ 市場単価の公表 4-1-1
１－５ 用語の定義 4-1-1 １－５ 用語の定義 4-1-1
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章16節
仮設工
3-16-7

広 幅 広 幅
鋼矢板種類 普 通 広 幅 鋼矢板種類 普 通 広 幅

（ﾊｯﾄ形） （ﾊｯﾄ形）

鋼矢板の形式 ⅠA型 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型 ⅤL型 Ⅱw型 Ⅲw型 Ⅳw型 10H型 25H型 鋼矢板の形式 ⅠA型 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型 ⅤL型 Ⅱw型 Ⅲw型 Ⅳw型 10H型 25H型 45H型 50H型

ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ 打 ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ
6以下 15以下 19以下 25以下 25以下 15以下 19以下 25以下 15以下 19以下 込 6 以 下 15以下 19以下 25以下 25以下 15以下 19以下 25以下 15以下 19以下 19以下 19以下

打込長 単独施工 単独施工
長

(m) ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄ (m) ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄ
－ 15以下 19以下 25以下 25以下 15以下 19以下 25以下 19以下 25以下 － 15以下 19以下 25以下 25以下 15以下 19以下 25以下 19以下 25以下 － －

併用施工 併用施工

Ｈ形鋼の型式 H200 H250 H300 H350 H400 Ｈ形鋼の型式 H200 H250 H300 H350 H400

打込長 ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ単独施工 12以下 15以下 25以下 25以下 25以下 打込長 ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ単独施工 12以下 15以下 25以下 25以下 25以下
(m) (m)

ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄ併用施工 15以下 19以下 25以下 25以下 25以下 ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄ併用施工 15以下 19以下 25以下 25以下 25以下

２）鋼矢板、Ｈ形鋼引抜 ２）鋼矢板、Ｈ形鋼引抜
鋼矢板、Ｈ形鋼杭（陸上施工）の場合のバイブロハンマの規格は、Ｎ値に関係なく次表とする。 鋼矢板、Ｈ形鋼杭（陸上施工）の場合のバイブロハンマの規格は、Ｎ値に関係なく次表とする。

引 抜 長 ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ規格（kw） 引 抜 長 ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ規格（kw）

鋼矢板 鋼矢板
25m以下 60 25m以下 60

Ｈ形鋼 Ｈ形鋼

注）1.上表は広幅鋼矢板（Ⅱw，Ⅲw，Ⅳw）及びハット形鋼矢板（10H,25H） 注）1.上表は広幅鋼矢板（Ⅱw，Ⅲw，Ⅳw）及びハット形鋼矢板（10H,25H,45H,50H）
には適用しない。 には適用しない。

2.引抜長は地表面よりの鋼矢板及びＨ形鋼の引抜長であり、鋼矢板長 2.引抜長は地表面よりの鋼矢板及びＨ形鋼の引抜長であり、鋼矢板長
及びＨ形鋼長とは異なる。 及びＨ形鋼長とは異なる。

２－１－５－１－５ 施工歩掛 ２－１－５－１－５ 施工歩掛
１）１日当り施工枚（本）数 １）１日当り施工枚（本）数
(1) 打込作業 (1) 打込作業

ａ．バイブロハンマ単独による施工 ａ．バイブロハンマ単独による施工
【枚(本)／日】 【枚(本)／日】

型式 型式
ⅠA Ⅱ Ⅲ Ⅳ ⅤL Ⅱw Ⅲw Ⅳw 10H 25H H200 H250 H300 H350 H400 ⅠA Ⅱ Ⅲ Ⅳ ⅤL Ⅱw Ⅲw Ⅳw 10H 25H 45H 50H H H H H H

打込長 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 型 200 250 300 350 400
(ｍ) 打 込 長

(ｍ)
2以下 57 56 55 54 52 55 53 52 53 51 56 54 52 49 47

2以下 57 56 55 54 52 55 53 52 53 51 49 48 56 54 52 49 47
4以下 51 49 47 44 40 46 43 39 42 39 48 44 41 36 32

4以下 51 49 47 44 40 46 43 39 42 39 36 34 48 44 41 36 32
6以下 47 43 40 37 32 40 36 32 35 31 43 38 34 28 25

6以下 47 43 40 37 32 40 36 32 35 31 28 26 43 38 34 28 25
9以下 38 35 31 26 34 30 26 29 25 37 32 28 22 19

9以下 38 35 31 26 34 30 26 29 25 22 21 37 32 28 22 19
12以下 33 29 26 21 29 25 21 24 20 32 27 23 18 15

12以下 33 29 26 21 29 25 21 24 20 18 16 32 27 23 18 15
15以下 29 26 22 18 25 21 18 20 17 23 19 15 12

15以下 29 26 22 18 25 21 18 20 17 15 13 23 19 15 12
19以下 24 21 16 20 16 16 18 14 11

19以下 24 21 16 20 16 16 14 13 18 14 11
23以下 18 14 14 15 12 9

23以下 18 14 14 15 12 9
25以下 16 13 13 14 10 8

25以下 16 13 13 14 10 8
注）施工枚数には、導材(ガイド)及び敷鉄板の施工手間が含まれている。

注）施工枚数には、導材(ガイド)及び敷鉄板の施工手間が含まれている。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章16節
仮設工
3-16-9

(2) 引抜作業 (2) 引抜作業

引抜き長（ｍ） 2以下 4以下 6以下 9以下 12以下 引抜き長（ｍ） 2以下 4以下 6以下 9以下 12以下

引抜き数量(枚／日) 91 78 68 58 50 引抜き数量(枚／日) 91 78 68 58 50

引抜き長（ｍ） 15以下 19以下 23以下 25以下 － 引抜き長（ｍ） 15以下 19以下 23以下 25以下 －

引抜き数量(枚／日) 43 38 33 30 － 引抜き数量(枚／日) 43 38 33 30 －

注）1.上表は広幅鋼矢板（Ⅱw，Ⅲw，Ⅳw）及びハット形鋼矢板（10H,25H）には適用しない。 注）1.上表は広幅鋼矢板（Ⅱw,Ⅲw,Ⅳw）及びハット形鋼矢板（10H,25H,45H,50H）には適用しない。
2.鋼矢板、Ｈ形鋼を鉛直に吊り上げた状態で、鋼矢板等を切断する場合については、別途 2.鋼矢板、Ｈ形鋼を鉛直に吊り上げた状態で、鋼矢板等を切断する場合については、別途

積算する。 積算する。

２）雑材料 ２）雑材料
雑材料は、溶接棒、導材(ガイド)賃料、敷鉄板賃料、電気溶接機損料、ウォータージェット併用 雑材料は、溶接棒、導材(ガイド)賃料、敷鉄板賃料、電気溶接機損料、ウォータージェット併用

施工用付属機器に関する経費（配管バンドおよび溶接棒、電気溶接機損料、水中ポンプ損料、水槽 施工用付属機器に関する経費（配管バンドおよび溶接棒、電気溶接機損料、水中ポンプ損料、水槽
および配管損料）、現場内小運搬に関する経費、電力に関する経費等の費用。 および配管損料）、現場内小運搬に関する経費、電力に関する経費等の費用。

雑材料率（％） 雑材料率（％）
バ イ ブ ロ ハ ン マ バ イ ブ ロ ハ ン マ

施 工 区 分 普通・広幅 ハ ッ ト 形 施 工 区 分 普通・広幅 ハ ッ ト 形
機 種 ・ 規 格 鋼 矢 板 鋼 矢 板 機 種 ・ 規 格 鋼 矢 板 鋼 矢 板

Ｈ 形 鋼 Ｈ 形 鋼

バイブロハンマ 60kW 22 18 バイブロハンマ 60kW 19 16

単独打込 90kW 30 24 単独打込 90kW 22 18

ウォータージェット 60kW 22(26) 20(23) ウォータージェット 60kW 18(22) 16(19)

併用打込 90kW 27(32) 23(27) 併用打込 90kW 20(24) 18(21)

引 抜 60kW 19 － 引 抜 60kW 18 －

注）1.ウォータージェット併用打込における（ ）書きは、Ｎmax<50の場合で、転石 注）1.ウォータージェット併用打込における（ ）書きは、Ｎmax<50の場合で、転石
等によりやむを得ず杭打ち用ウォータージェットを使用する必要が生じた場合。 等によりやむを得ず杭打ち用ウォータージェットを使用する必要が生じた場合。

2.引抜の雑材料率は、広幅鋼矢板には適用しない。 2.引抜の雑材料率は、広幅鋼矢板には適用しない。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3章16節
仮設工

3-16-(3)
２）雑材料 ２）雑材料

雑材料は、溶接棒、導材(ガイド)賃料、電気溶接機損料、ウォータージェット併用施工用付属機器 雑材料は、溶接棒、導材(ガイド)賃料、電気溶接機損料、ウォータージェット併用施工用付属機器
に関する経費（配管バンドおよび溶接棒、電気溶接機損料、水中ポンプ損料、水槽および配管損料） に関する経費（配管バンドおよび溶接棒、電気溶接機損料、水中ポンプ損料、水槽および配管損料）
、現場内小運搬に関する経費、電力に関する経費等の費用。 、現場内小運搬に関する経費、電力に関する経費等の費用。

労務費（世話役、とび工、溶接工、普通作業員）、杭打機（バイブロハンマ、クレーン付き台船ま 労務費（世話役、とび工、溶接工、普通作業員）、杭打機（バイブロハンマ、クレーン付き台船ま
たは起重機船）およびウォータージェット運転経費の合計額に下表の率を乗じた金額を上限として計 たは起重機船）およびウォータージェット運転経費の合計額に下表の率を乗じた金額を上限として計
上する。 上する。

雑材料率（％） 雑材料率（％）
バ イ ブ ロ ハ ン マ バ イ ブ ロ ハ ン マ

施 工 区 分 普通・広幅 ハ ッ ト 形 施 工 区 分 普通・広幅 ハ ッ ト 形
機 種 ・ 規 格 鋼 矢 板 鋼 矢 板 機 種 ・ 規 格 鋼 矢 板 鋼 矢 板

Ｈ 形 鋼 Ｈ 形 鋼

バイブロハンマ 60kW 15 13 バイブロハンマ 60kW 13 11

単独打込 90kW 20 18 単独打込 90kW 15 13

ウォータージェット 60kW 21(20) 19(18) ウォータージェット 60kW 14(16) 13(15)

併用打込 90kW 25(24) 22(21) 併用打込 90kW 15(18) 14(16)

引 抜 60kW 13 － 引 抜 60kW 12 －

注）1.ウォータージェット併用打込における（ ）書きは、Ｎmax<50の場合で、転石 注）1.ウォータージェット併用打込における（ ）書きは、Ｎmax<50の場合で、転石
等によりやむを得ず杭打ち用ウォータージェットを使用する必要が生じた場合。 等によりやむを得ず杭打ち用ウォータージェットを使用する必要が生じた場合。

2.引抜の雑材料率は、広幅鋼矢板には適用しない。 2.引抜の雑材料率は、広幅鋼矢板には適用しない。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第4章 ○の記載が無い項目
市場単価 コ ン ク リ ー ト 工 裏 込 工 陸 上 地 盤 改 良 工 コ ン ク リ ー ト 工 裏 込 工 陸 上 地 盤 改 良 工 を削除
4-1-2

項 目 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 伸 縮 防砂目地 防砂シート 項 目 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 伸 縮 防砂目地 防砂シート
底 面 工 マット工 支 保 工 足 場 工 鉄 筋 工 吊鉄筋工 型 枠 工 止水板工 上 蓋 工 S D 工 SCP工 底 面 工 マット工 支 保 工 足 場 工 鉄 筋 工 吊鉄筋工 型 枠 工 止水板工 上 蓋 工 S D 工 SCP工

打 設 工 目 地 工 板取付工 敷 設 打 設 工 目 地 工 板取付工 敷 設

１節 浚渫・土捨工 ３節 基礎工

２節 海上地盤改良工 ・基礎ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ ○ ○ ○ ○

３節 基礎工 ４節 本体工

・基礎ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ － － － ○ ○ ○ ○ － － － － － － － 4.1 ケーソン式 不要な「－」を削除

４節 本体工 ・ｹｰｿﾝ製作 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.1 ケーソン式 ・ｹｰｿﾝ進水据付工 ○ ○

・ｹｰｿﾝ製作 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － － ・蓋ｺﾝｸﾘｰﾄ ○

・ｹｰｿﾝ進水据付工 － － － － － － － － － ○ ○ － － － － ・蓋ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ ○ ○ ○ ○

・蓋ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － － － － － ○ － － － － － － － 4.2 ブロック式

・蓋ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ － － － ○ ○ ○ ○ － － － － － － － ・方塊製作 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.2 ブロック式 ・ｾﾙﾗｰﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・方塊製作 ○ － － ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － － ・Ｌ型ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・ｾﾙﾗｰﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ － － ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － － ・蓋ｺﾝｸﾘｰﾄ ○

・Ｌ型ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ － － ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － － ・蓋ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ ○ ○ ○ ○

・蓋ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － － － － － ○ － － － － － － － 4.3 場所打式

・蓋ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ － － － ○ ○ ○ ○ － － － － － － － ・場所打ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ ○ ○ ○ ○

4.3 場所打式 ・水中ｺﾝｸﾘｰﾄ ○

・場所打ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － ○ ○ － ○ ○ ○ － － － － － － 4.5 鋼矢板式

・水中ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － ○ － － － － － － － － － － － ・鋼矢板切断

4.4 捨石式･捨ﾌﾞﾛｯｸ式 4.6 鋼杭式

4.5 鋼矢板式 ・鋼杭切断

・鋼矢板切断 － － － － － － － － － － － － － － － ５節 被覆・根固工

4.6 鋼杭式 ・根固ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・鋼杭切断 － － － － － － － － － － － － － － － ６節 上部工

５節 被覆・根固工 ・上部ｺﾝｸﾘｰﾄ(重力・鋼矢板式) ○ ○ ○ ○ ○ ○

・被覆ﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － － － － － － － － － － － － ・上部ｺﾝｸﾘｰﾄ(桟 橋 式) ○ ○ ○

・根固ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○ － － ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － － ・現場鋼材溶接

６節 上部工 ７節 付属工

・上部ｺﾝｸﾘｰﾄ(重力・鋼矢板式) － － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － － － － － － ・係船柱基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ ○

・上部ｺﾝｸﾘｰﾄ(桟 橋 式) － － － － ○ － － ○ ○ － － － － － － ・係船柱取付

・現場鋼材溶接 － － － － － － － － － － － － － － － ・防舷材取付

７節 付属工 ・車止・縁金物取付

・係船柱基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － － － － － ○ － － － － － － － ・電気防食取付

・係船柱取付 － － － － － － － － － － － － － － －

・防舷材取付 － － － － － － － － － － － － － － －

・車止・縁金物取付 － － － － － － － － － － － － － － －

・電気防食取付 － － － － － － － － － － － － － － －
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第4章 ○の記載が無い項目
市場単価 ８節 消波工 ８節 消波工 を削除
4-1-2

・異形ﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － ○※ ※
鉄筋工は｢土木工事･鉄筋工(一般構造物)｣を適用する ・異形ﾌﾞﾛｯｸ製作 ○※ ※

鉄筋工は｢土木工事･鉄筋工(一般構造物)｣を適用する 不要な「－」を削除

９節 裏込・裏埋工 ９節 裏込・裏埋工

・防砂目地板取付 － － － － － － － － － － － ○ － － － ・防砂目地板取付 ○

・防砂シート敷設 － － － － － － － － － － － － ○ － － ・防砂シート敷設 ○

10節 埋立工 11節 陸上地盤改良工

11節 陸上地盤改良工 ・ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ工 ○

・ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ工 － － － － － － － － － － － － － ○ － ・ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ工 ○

・ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ工 － － － － － － － － － － － － － － ○ 14節 維持補修工

12節 土工 ・維持塗装工

13節 舗装工 ・下地処理工

14節 維持補修工 ・ペトロラタム被覆

・維持塗装工 － － － － － － － － － － － － － － － 15節 構造物撤去工

・下地処理工 － － － － － － － － － － － － － － － ・ｺﾝｸﾘｰﾄ取壊し

・ペトロラタム被覆 － － － － － － － － － － － － － － － ・係船柱撤去 係船柱撤去の追加

15節 構造物撤去工 ・防舷材撤去

・ｺﾝｸﾘｰﾄ取壊し － － － － － － － － － － － － － － － ・車止撤去

・防舷材撤去 － － － － － － － － － － － － － － － 17節 雑工

・車止撤去 － － － － － － － － － － － － － － － ・現場鋼材溶接･切断工

16節 仮設工 ・清掃工

17節 雑工 共通仮設費

４節 事業損失防止施設費
・現場鋼材溶接･切断工 － － － － － － － － － － － － － － －

・汚濁防止膜設置･撤去･移設工
・清掃工 － － － － － － － － － － － － － － －

・汚濁防止枠設置撤去工
共通仮設費
４節 事業損失防止施設費 ５節 安全費

・汚濁防止膜設置･撤去･移設工 － － － － － － － － － － － － － － － ・灯浮標設置撤去

・汚濁防止枠設置撤去工 － － － － － － － － － － － － － － －

５節 安全費

・灯浮標設置撤去 － － － － － － － － － － － － － － －
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第4章 ○の記載が無い項目
市場単価 付属工 維持補修工 雑工 事業損失防止施設費 安全費 付属工 維持補修工 雑工 事業損失防止施設費 安全費 を削除
4-1-3

項 目 係船柱 防舷材 車止・ 電気防食 維持 ﾍ゚ ﾄロﾗタム 構造物 防舷材 現場鋼材溶接工 かき落 汚濁防止膜設置撤去移設 灯浮標 摘要 項 目 係船柱 防舷材 車止・ 電気防食 維持 ﾍ゚ ﾄロﾗタム 構造物 係船柱 現場鋼材溶接工 かき落 汚濁防止膜設置撤去移設 灯浮標
縁金物 塗装工 とりこ ・車止 縁金物 塗装工 とりこ 防舷材 係船柱撤去の追加

取付 取付 取付 取付 塗装工 被 覆 わし工 撤去工 現場鋼材切断工 とし工 汚濁防止枠設置撤去 設置撤去 取付 取付 取付 取付 塗装工 被 覆 わし工 車止撤去 現場鋼材切断工 とし工 汚濁防止枠設置撤去 設置撤去

１節 浚渫・土捨工 ３節 基礎工 摘要欄を削除

２節 海上地盤改良工 ・基礎ﾌﾞﾛｯｸ製作

３節 基礎工 ４節 本体工

・基礎ﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － － － － － － － － － － 4.1 ケーソン式 不要な「－」を削除

４節 本体工 ・ｹｰｿﾝ製作

4.1 ケーソン式 ・ｹｰｿﾝ進水据付工

・ｹｰｿﾝ製作 － － － － － － － － － － － － － ・蓋ｺﾝｸﾘｰﾄ

・ｹｰｿﾝ進水据付工 － － － － － － － － － － － － － ・蓋ﾌﾞﾛｯｸ製作

・蓋ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － － － － － － － － － － － 4.2 ブロック式

・蓋ﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － － － － － － － － － － ・方塊製作

4.2 ブロック式 ・ｾﾙﾗｰﾌﾞﾛｯｸ製作

・方塊製作 － － － － － － － － － － － － － ・Ｌ型ﾌﾞﾛｯｸ製作

・ｾﾙﾗｰﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － － － － － － － － － － ・蓋ｺﾝｸﾘｰﾄ

・Ｌ型ﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － － － － － － － － － － ・蓋ﾌﾞﾛｯｸ製作

・蓋ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － － － － － － － － － － － 4.3 場所打式

・蓋ﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － － － － － － － － － － ・場所打ｺﾝｸﾘｰﾄ

4.3 場所打式 ・水中ｺﾝｸﾘｰﾄ

・場所打ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － － － － － － － － － － － 4.5 鋼矢板式

・水中ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － － － － － － － － － － － ・鋼矢板切断 ○

4.4 捨石式･捨ﾌﾞﾛｯｸ式 － － － － － － － － － － － － － 4.6 鋼杭式

4.5 鋼矢板式 － － － － － － － － － － － － － ・鋼杭切断 ○

・鋼矢板切断 － － － － － － － － － ○ － － － ５節 被覆・根固工

4.6 鋼杭式 － － － － － － － － － － － － － ・根固ﾌﾞﾛｯｸ製作

・鋼杭切断 － － － － － － － － － ○ － － － ６節 上部工

５節 被覆・根固工 ・上部ｺﾝｸﾘｰﾄ(重力･鋼矢板式)

・被覆ﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － － － － － － － － － － ・上部ｺﾝｸﾘｰﾄ(桟橋式)

・根固ﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － － － － － － － － － － ・現場鋼材溶接 ○

６節 上部工 ７節 付属工

・上部ｺﾝｸﾘｰﾄ(重力･鋼矢板式) － － － － － － － － － － － － － ・係船柱基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ

・上部ｺﾝｸﾘｰﾄ(桟橋式) － － － － － － － － － － － － － ・係船柱取付 ○ ○

・現場鋼材溶接 － － － － － － － － － ○ － － － ・防舷材取付 ○

７節 付属工 ・車止・縁金物取付 ○ ○

・係船柱基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ － － － － － － － － － － － － － ・電気防食取付 ○

・係船柱取付 ○ － － － ○ － － － － － － － －

・防舷材取付 － ○ － － － － － － － － － － －

・車止・縁金物取付 － － ○ － ○ － － － － － － － －

・電気防食取付 － － － ○ － － － － － － － － －
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第4章 ○の記載が無い項目
市場単価 ８節 消波工 ８節 消波工 を削除
4-1-3

・異形ﾌﾞﾛｯｸ製作 － － － － － － － － － － － － － ・異形ﾌﾞﾛｯｸ製作
不要な「－」を削除

９節 裏込・裏埋工 ９節 裏込・裏埋工

・防砂目地板取付 － － － － － － － － － － － － － ・防砂目地板取付 摘要欄を削除

・防砂シート敷設 － － － － － － － － － － － － － ・防砂シート敷設

10節 埋立工 11節 陸上地盤改良工

11節 陸上地盤改良工 ・ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ工

・ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ工 － － － － － － － － － － － － － ・ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ工

・ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ工 － － － － － － － － － － － － － 14節 維持補修工

12節 土工 ・維持塗装工 ○

13節 舗装工 ・下地処理工 ○

14節 維持補修工 ・ペトロラタム被覆 ○

・維持塗装工 － － － － － ○ － － － － － － － 15節 構造物撤去工

・下地処理工 － － － － － － － － － － ○ － － ・ｺﾝｸﾘｰﾄ取壊し ※2 構造物とりこわし工は「土木工事 ○※2 標準単価移行による
標準単価」による 改訂

・ペトロラタム被覆 － － － － － － ○ － － － － － － ・係船柱撤去 ○
係船柱撤去の追加

15節 構造物撤去工 ・防舷材撤去 ○

・ｺﾝｸﾘｰﾄ取壊し － － － － － － － ○ － － － － － ・車止撤去 ○

・防舷材撤去 － － － － － － － － ○ － － － － 17節 雑工

・車止撤去 － － － － － － － － ○ － － － － ・現場鋼材溶接･切断工 ○

16節 仮設工 ・清掃工 ○

17節 雑工 共通仮設費
４節 事業損失防止施設費

・現場鋼材溶接･切断工 － － － － － － － － － ○ － － －
・汚濁防止膜設置･撤去･移設工 ○

・清掃工 － － － － － － － ○ －
・汚濁防止枠設置撤去工 ○

共通仮設費
４節 事業損失防止施設費 ５節 安全費

・汚濁防止膜設置･撤去･移設工 － － － － － － － － － － － ○ － ・灯浮標設置撤去 ○

・汚濁防止枠設置撤去工 － － － － － － － － － － － ○ －

５節 安全費

・灯浮標設置撤去 － － － － － － － － － － － － ○



- 35 -

平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表
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第5章1節 ２－２－４ 回航用引船の選定 ２－２－４ 回航用引船の選定 改訂に伴う修正
回航・えい航費 １）回航用引船と被回航船舶の組合せ １）回航用引船と被回航船舶の組合せ

5-1-5 回航用引船と被回航船舶の組合せは、｢回航用引船と被回航船舶の組合せ表｣を標準とする。 回航用引船と被回航船舶の組合せは、｢回航用引船と被回航船舶の組合せ表｣を標準とする。
ただし、気象、海象および回航ル－ト等現場条件により、標準組合せが不適当な場合は、引船規格、隻数を別途 ただし、気象、海象および回航ル－ト等現場条件により、標準組合せが不適当な場合は、引船規格、隻数を別途

考慮することができる。 考慮することができる。
回航用引船と被回航船舶の組合せ表 回航用引船と被回航船舶の組合せ表

被 回 航 船 舶 被 回 航 船 舶

回航用 ポンプ ﾊﾞｰｼﾞ 空気 グラブ浚渫船 バック 起重機船 サンドコ サンド ガッ 回航用 ポンプ ﾊﾞｰｼﾞ 空気 グラブ浚渫船 バック 起重機船 サンドコ サンド ガッ

浚渫船 ｱﾝﾛｰ 圧送 普 通 硬土 岩盤 ホウ浚 旋回 固定 杭打 ンパクシ ドレー トバ 浚渫船 ｱﾝﾛｰ 圧送 普 通 硬土 岩盤 ホウ浚 旋回 固定 杭打 ンパクシ ドレー トバ

引船 ﾀﾞ船 船 地盤用 盤用 用 渫船 船 ョン船 ン船 ージ 引船 ﾀﾞ船 船 地盤用 盤用 用 渫船 船 ョン船 ン船 ージ

(PS型) (PS型) (PS型) (PS型) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (t吊) (t吊) (型) (連装) (連装) (ｍ3) (PS型) (PS型) (PS型) (PS型) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (t吊) (t吊) (型) (連装) (連装) (ｍ3)

H-125 H-125
〃 1,500 D- 72 〃 1,500 D- 72

3,200 2,500 3,000 15.0 7.5 7.5 300 H-150 6 3,200 2,500 3,000 15.0 7.5 7.5 300 H-150 6
D- 80 D- 80

〃 2,000 〃 2,000
4,000 23.0 11.5 500 12 4,000 30.0 11.5 500 12

〃 2,500 〃 2,500

〃 3,000 〃 3,000
6,000 6,000 1,200 3 6,000 6,000 1,200 3

〃 4,000 〃 4,000
8,000 2,000 8,000 2,000

第5章1節 (2) 保険料の算出 (2) 保険料の算出 違算防止のため削除
回航・えい航費 保険料＝〔保険金額×｛基本料率×回航距離係数｝〕÷1.08 保険料＝〔保険金額×｛基本料率×回航距離係数｝〕÷1.08

5-1-10 (｛ ｝は小数６位四捨五入、〔 〕は小数１位切捨て、全体は小数１位切捨て) (｛ ｝は小数６位四捨五入、〔 〕は小数１位切捨て、全体は小数１位切捨て)
注）回航保険料は、消費税の課税対象外である。

①保険金額の算出 ①保険金額の算出 残存率変更による
保険金額＝購入価格×平均残存価格率(0.525) 保険金額＝購入価格×平均残存価格率(0.515) 改訂

注）1.購入価格は「船舶および機械器具等の損料算定基準」に定める基礎価格とする。 注）1.購入価格は「船舶および機械器具等の損料算定基準」に定める基礎価格とする。
2.平均残存価格率＝0.95/2+0.05=0.525 2.平均残存価格率＝0.97/2+0.03=0.515

第5章1節 (2) 保険料の算出 (2) 保険料の算出 残存率変更による
回航・えい航費 イ．保険金額の算出 イ．保険金額の算出 改訂

5-1-11
対象船舶等 保 険 金 額 対象船舶等 保 険 金 額

排 砂 管 設 備 等 を 購入価格×平均残存価格率（0.525） 排 砂 管 設 備 等 を 購入価格×平均残存価格率（0.515）
指 定 し な い 場 合 注）1.購入価格は「船舶および機械器具等の損料算定基準」 指 定 し な い 場 合 注）1.購入価格は「船舶および機械器具等の損料算定基準」

に定める基礎価格とする。 に定める基礎価格とする。
2.平均残存価格率＝0.95／2＋0.05＝0.525 2.平均残存価格率＝0.97／2＋0.03＝0.515

第5章1節 えい航用引船と被えい航船舶の組合せ表 えい航用引船と被えい航船舶の組合せ表 改訂に伴う修正

回航・えい航費 被 え い 航 船 舶 被 え い 航 船 舶

5-1-16 えい航用 ポンプ ﾊﾞｰｼﾞ 空気 グラブ浚渫船 ﾊﾞｯｸﾎｳ 起重機船 ｻﾝﾄﾞ ｻﾝﾄﾞ えい航用 ポンプ ﾊﾞｰｼﾞ 空気 グラブ浚渫船 ﾊﾞｯｸﾎｳ 起重機船 ｻﾝﾄﾞ ｻﾝﾄﾞ

浚渫船 ｱﾝﾛｰ 圧送 普 通 硬土盤 岩盤用 浚渫船 旋回 固定 杭打船 ｺﾝﾊﾟｸ ﾄﾞﾚｰﾝ 浚渫船 ｱﾝﾛｰ 圧送 普 通 硬土盤 岩盤用 浚渫船 旋回 固定 杭打船 ｺﾝﾊﾟｸ ﾄﾞﾚｰﾝ

引 船 ﾀﾞ船 船 地盤用 用 ｼｮﾝ船 船 引 船 ﾀﾞ船 船 地盤用 用 ｼｮﾝ船 船

(PS型) (PS型) (PS型) (PS型) (ｍ３) (ｍ３) (ｍ３) (ｍ３) (t吊) (t吊) (型) (連装) (連装) (PS型) (PS型) (PS型) (PS型) (ｍ３) (ｍ３) (ｍ３) (ｍ３) (t吊) (t吊) (型) (連装) (連装)

1,500 15.0 7.5 7.5 300 1,200 1,500 15.0 7.5 7.5 300 1,200

2,000 6,000 6,000 23.0 11.5 2,000 6,000 6,000 30.0 11.5

2,500 2,000 2,500 2,000

3,000 8,000 3,000 8,000

4,000 3,000 4,000 3,000

第5章1節 (6) 保険料 (6) 保険料 残存率変更による
回航・えい航費 保険金額⑪＝被回航船舶購入価格⑩×52.5/100 保険金額⑪＝被回航船舶購入価格⑩×51.5/100 改訂

5-1-(2)
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第5章4節 ３－４ 汚濁防止枠の規格選定 ３－４ 汚濁防止枠の規格選定 改訂に伴う修正
事業損失 グラブ浚渫船については、下表を標準とする。 グラブ浚渫船については、下表を標準とする。

防止施設費
5-4-6 グラブ浚渫船の船種・規格 汚濁防止枠 グラブ浚渫船の船種・規格 汚濁防止枠

摘 要 摘 要
普通地盤用 硬土盤用、岩盤用 規 格 形状寸法 普通地盤用 硬土盤用、岩盤用 規 格 形状寸法

鋼Ｄ 2.5 ～ 5ｍ３ 鋼Ｄ 3.5ｍ３ 2.5 ～ 5ｍ３用 14×14ｍ 鋼Ｄ 2.5 ～ 5ｍ３ 鋼Ｄ 3.5ｍ３ 2.5 ～ 5ｍ３用 14×14ｍ

鋼Ｄ 9 ～ 15ｍ３ 鋼Ｄ 5.5ｍ３ ～ 7.5ｍ３ 9 ～ 15ｍ３〃 20×20〃 鋼Ｄ 9 ～ 15ｍ３ 鋼Ｄ 5.5ｍ３ ～ 7.5ｍ３ 9 ～ 15ｍ３〃 20×20〃

鋼Ｄ 23ｍ３ 鋼Ｄ 11.5ｍ３ 23ｍ３〃 22×22〃 鋼Ｄ 23 ～ 30ｍ３ 鋼Ｄ 11.5ｍ３ 23 ～ 30ｍ３〃 22×22〃

第5章4節 ①運搬費 ①運搬費 積載数量の修正
事業損失

防止施設費 単独フロート 連続ﾌﾛｰﾄ(φ300) 連続ﾌﾛｰﾄ(φ400) 単独フロート 連続ﾌﾛｰﾄ(φ300) 連続ﾌﾛｰﾄ(φ400)
5-4-(1)

4t車 20 ～ 240ｍ 20 ～ 100ｍ 4t車 20 ～ 120ｍ － －

10t車 260 ～ 360ｍ 120 ～ 240ｍ 20 ～ 200ｍ 10t車 140 ～ 240ｍ 20 ～ 200ｍ 20 ～ 120ｍ

第5章5節 ３－２－２ 施工歩掛 ３－２－２ 施工歩掛 改訂に伴う追加
安全費 １）代価表 １）代価表
5-5-4 (1) 安全監視船 １式当り (1) 安全監視船 １式当り

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要 名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

安全監視船 運転 FRPＤ 70PS型 日 就業 Ｈ 安全監視船 FRPＤ 180PS型 日 就業 Ｈ

雑 材 料 安全監視船 FRPＤ 260PS型 日 就業 Ｈ

注）1.安全監視船の規格は、現場条件により大型規格を使用できる。 国 際 V H F 装 備 日 損料
2.安全監視船の就業時間は、監視対象船舶の就業時間と同一とする。

雑 材 料

注）1.国際VHF装備の使用は260PS型を標準とする。
2.安全監視船の規格は、現場条件により他規格を使用できる。
3.安全監視船の就業時間は、監視対象船舶の就業時間と同一とする。

第5章8節 ２）保険料の算定 ２）保険料の算定 違算防止のため削除
水雷・傷害等 水雷保険料は、下式により算定する。 水雷保険料は、下式により算定する。

保険料 保険料率(％) 保険料率(％)
5-8-2 水雷保険料 ＝[｛保険料対象価格× ｝÷1.08]×対象船舶の隻数 水雷保険料 ＝[｛保険料対象価格× ｝÷1.08]×対象船舶の隻数

100 100
（[ ]は小数３位切捨て、｛ ｝は小数１位切捨て、全体は小数１位切捨て） （[ ]は小数３位切捨て、｛ ｝は小数１位切捨て、全体は小数１位切捨て）

注）1.水雷保険料は、消費税の課税対象外である。 注）1.１隻の最低保険料は5,000円とする。
2.１隻の最低保険料は5,000円とする。 2.船舶乗組員に対する船主責任を附帯させることを原則とする。
3.船舶乗組員に対する船主責任を附帯させることを原則とする。

(1) 保険料対象価格 (1) 保険料対象価格 残存率変更による
「船舶および機械器具等の損料算定基準」に示す基礎価格の52.5％とする。 「船舶および機械器具等の損料算定基準」に示す基礎価格の51.5％とする。 改訂

第5章8節 ３－３ 積算方法 ３－３ 積算方法 違算防止のため削除
水雷・傷害等 １）保険料の算定 １）保険料の算定

保険料 傷害保険は、下式により算定する。 傷害保険は、下式により算定する。
5-8-3 傷害保険料＝[｛保険金額×(年間基本料率×団体割引率×短期率)｝÷1.08]×人数 傷害保険料＝[｛保険金額×(年間基本料率×団体割引率×短期率)｝÷1.08]×人数

（（ )は小数６位四捨五入、{ }は小数１位切捨て、[ ]は小数３位切捨て、全体は小数１位切捨て） （（ )は小数６位四捨五入、{ }は小数１位切捨て、[ ]は小数３位切捨て、全体は小数１位切捨て）

注）傷害保険料は、消費税の課税対象外である。

第3部第1編 ２－１－２ その他原価 ２－１－２ 間接原価 積算価格構成のツリ

設計等業務 その他原価は、間接原価および直接経費（積上計上するものを除く）からなる。 １）間接原価 ー順に記載を修正

1-1-2 なお、特殊な技術計算、図面作成等の専門業に外注する場合に必要となる経費、業務実績の登録等に要する費 間接原価は当該業務担当部署の事務職員の人件費および福利厚生費、水道光熱費等の経費とする。

用を含む。

２）その他原価

１）間接原価 その他原価は、間接原価および直接経費（積上計上するものを除く）からなる。

当該業務担当部署の事務職員の人件費および福利厚生費、水道光熱費等の経費とする。 なお、特殊な技術計算、図面作成等の専門業に外注する場合に必要となる経費、業務実績の登録等に要する

費用を含む。

第3部第2編1節 ４－１－４ 数量計算等 ４－１－４ 数量計算等 数位の修正
測量業務

細 別 積算要素 細 別 積算要素
2-1-20 内 容 単位 数 位 摘 要 内 容 単位 数 位 摘 要

(レベル４) （レベル６） (レベル４) （レベル６）

測 量 準 備 測 量 準 備 式 １位止めを原則と 四捨五入 測 量 準 備 測 量 準 備 式 １位止めを原則と 四捨五入
する。ただし、数 する。ただし、数

機 材 運 搬 〃 量がkm単位のもの 機 材 運 搬 〃 量がkm単位のもの
は、小数２位四捨 は、小数３位四捨

基準点測量 踏 査 踏査距離 ㎞ 五入とする。 基準点測量 踏 査 踏査距離 ㎞ 五入とする。
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第3部第2編1節 ２－１－４ 数量計算等 ２－１－４ 数量計算等 対象及び数位の修正
測量業務

細 別 積算要素 細 別 積算要素
2-1-(3) 内 容 単位 数 位 摘 要 内 容 単位 数 位 摘 要 摘 要

(レベル４) （レベル６） (レベル４) （レベル６）

測 量 準 備 測 量 準 備 式 １位止めを原則と 四捨五入 測 量 準 備 測 量 準 備 式 １位止めを原則と 四捨五入

機 材 運 搬 〃 する。ただし、数 機 材 運 搬 〃 する。ただし、数

基準点測量 踏 査 踏査距離 ㎞ 量がkm単位のもの 基準点測量 踏 査 踏査距離 ㎞ 量がkmおよびkm2

設 標 設標点数 点 は、小数２位四捨 設 標 設標点数 点 単位のものは、小

測 角 ・ 測 距 観測数 〃 五入とする。 測 角 ・ 測 距 観測数 〃 数３位四捨五入と

整 理 計 算 整理点数 〃 する。

第3部第2編1節 (3) 測深作業能力 (3) 測深作業能力
測量業務 ①能力算定式 ①能力算定式
2-1-(5) １日当りの測深面積（Ａ）は次式により算定する。 １日当りの測深面積（Ａ）は次式により算定する。

Ａ ＝ ｎｉ ×（1.00＋Ｅ１＋Ｅ２＋Ｅ３＋Ｅ４）× Ｅ５ × Ｅ６ × Ｔ × Ｈ ／ 1000 Ａ ＝ ｎｉ ×（1.00＋Ｅ１＋Ｅ２＋Ｅ３＋Ｅ４）× Ｅ５ × Ｅ６ × Ｔ × Ｈ ／ 1000
（km２／日） （小数２位四捨五入とし、最低0.1km２/日とする） （km２／日） （小数３位四捨五入とし、最低0.1km２/日とする） 数位の修正

Ａ ：１日当りの測深面積（km２／日） Ａ ：１日当りの測深面積（km２／日）
ｎｉ：１時間当りの標準測深速度 (6.5km／h） ｎｉ：１時間当りの標準測深速度 (6.5km／h）
Ｅ１ ：海域区分能力補正係数 Ｅ１ ：海域区分能力補正係数
Ｅ２ ：その他現場条件能力補正係数 Ｅ２ ：その他現場条件能力補正係数
Ｅ３ ：転船に要する距離能力補正係数 Ｅ３ ：転船に要する距離能力補正係数
Ｅ４ ：最大測深幅能力補正係数 Ｅ４ ：最大測深幅能力補正係数
Ｅ５ ：重複率能力補正係数 Ｅ５ ：重複率能力補正係数
Ｅ６ ：作業時間区分能力補正係数 Ｅ６ ：作業時間区分能力補正係数
Ｔ ：１日の測深作業時間（6h／日） Ｔ ：１日の測深作業時間（6h／日）
Ｈ ：測深範囲の平均水深60ｍまでの整数 Ｈ ：測深範囲の平均水面からの平均水深60ｍまでの整数(小数１位四捨五入) 条件の明示

②能力係数 ②能力係数

影響要因 適用明細 補正係数 摘要 影響要因 適用明細 補正係数 摘要

港内水域 -0.10 港内水域 -0.10

Ｅ１ 海域区分 港外水域 0.00 Ｅ１ 海域区分 港外水域 0.00

航路水域 -0.50 航路水域 -0.50

影響なし 0.00 潮流、船舶および他工事等による水面障 影響なし 0.00 潮流、船舶および他工事等による水面障
その他 その他

Ｅ２ やや影響あり -0.05 害等を考慮する。 Ｅ２ やや影響あり -0.05 害等を考慮する。
現場条件 現場条件

悪い -0.10 悪い -0.10

転船に 100m以下 -0.05 転船に 100m以下 -0.05
Ｅ３ Ｅ３

要する距離 100m超え -0.15 要する距離 100m超え -0.15

スワス幅 60° 0.70 構造物もしくは水深30ｍ以上 スワス幅 60° 0.70 港湾構造物もしくは水深30ｍ以上 条件の明示

Ｅ４ 最大測深幅 水深30m未満、かつ0.5ｍ2内に3点以上の Ｅ４ 最大測深幅 水深30m未満、かつ0.5平方格子内に3点 条件の修正
スワス幅 90° 1.90 スワス幅 90° 1.90

密度を要する場合 以上の密度を要する場合

スワス幅 120° 2.20 上記以外の場合 スワス幅 120° 2.20 上記以外の場合

20％(水深差 5～10m) 0.80 重複率100％ 20％(水深差 ～10m) 0.80 条件の修正

40％(水深差10～20m) 0.60 水路測量を行い、かつ海底に支障物が想 40％(水深差10～20m) 0.60
Ｅ５ 重複率 Ｅ５ 重複率

60％(水深差20m以上) 0.40 定される等明確に補足しなければならな 60％(水深差20m以上) 0.40

100％(水路測量) 0.20 い場合 100％(水路測量) 0.20

5km未満 0.92 現地までの往復平均距離により区分す 5km未満 0.92 現地までの往復平均距離により区分す
作業時間 作業時間

Ｅ６ 5km以上 ～ 10km未満 0.78 る。なお、水中音速度測定に要する時間 Ｅ６ 5km以上 ～ 10km未満 0.78 る。なお、水中音速度測定に要する時間
区 分 区 分

10km以上 ～ 25km未満 0.55 （0.5h）を含む。 10km以上 ～ 25km未満 0.55 （0.5h）を含む。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

第3部第2編6節 ２）間接工事費 ２）間接工事費 条件の明示
潜水探査業務 (1) 共通仮設費 (1) 共通仮設費

2-6-2 現場管理費以外の費用で各工種に対して共通に支出される費用で、「第１部 第２章 ２節、間接工事 現場管理費以外の費用で各工種に対して共通に支出される費用で、「第１部 第２章 ２節、間接工事
費」に準じて算出する。 費」に準じて算出する。ただし、海上輸送に要する補正は行わない。

第3部第2編6節 ３．設標数量 ３．設標数量 条件の修正
潜水探査業務

2-6-(1) 設標数量については、以下の方式により算出する。 設標数量については、異常点数とする。
①探査面積を円形方式で算出した場合は、異常点数とする。
②探査面積をメッシュ方式で算出した場合は ３０ｍ×３０ｍの交点［（探査面積÷９００㎡）×２］を原則

とする。ただし、設標数の上限は異常点数とする。
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掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

単-10 別表－４ 就業時間別の船員供用係数 別表－４ 就業時間別の船員供用係数 割増対象賃金比の変
更による修正

船舶供用係数(α)と就業時間別船員供用係数(β)（１ワッチ制） 船舶供用係数(α)と就業時間別船員供用係数(β)（１ワッチ制）

就業時間別の船員供用係数(β) 就業時間別の船員供用係数(β)

就業時間 8H 就業時間 9H 就業時間 10H 就業時間 11H 備 考 就業時間 8H 就業時間 9H 就業時間 10H 就業時間 11H 備 考
係 数 船舶供用係数 係 数 船舶供用係数

[超勤時間 0H] [超勤時間 1H] [超勤時間 2H] [超勤時間 3H] [超勤時間 0H] [超勤時間 1H] [超勤時間 2H] [超勤時間 3H]
ランク （α） ランク （α）

[深夜時間 0H] [深夜時間 0H] [深夜時間 0H] [深夜時間 0H] [深夜時間 0H] [深夜時間 0H] [深夜時間 0H] [深夜時間 0H]

船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員

1 1.65 1.20 1.20 1.31 1.31 1.43 1.42 1.54 1.53 1 1.65 1.20 1.20 1.31 1.32 1.42 1.43 1.53 1.55

2 1.80 1.30 1.30 1.41 1.41 1.53 1.52 1.64 1.63 2 1.80 1.30 1.30 1.41 1.42 1.52 1.53 1.63 1.65

3 2.05 1.45 1.45 1.56 1.56 1.68 1.67 1.79 1.78 3 2.05 1.45 1.45 1.56 1.57 1.67 1.68 1.78 1.80

4 2.25 1.60 1.60 1.71 1.71 1.83 1.82 1.94 1.93 4 2.25 1.60 1.60 1.71 1.72 1.82 1.83 1.93 1.95

5 2.45 1.70 1.70 1.81 1.81 1.93 1.92 2.04 2.03 5 2.45 1.70 1.70 1.81 1.82 1.92 1.93 2.03 2.05

6 2.65 1.80 1.80 1.91 1.91 2.03 2.02 2.14 2.13 6 2.65 1.80 1.80 1.91 1.92 2.02 2.03 2.13 2.15

7 2.90 1.95 1.95 2.06 2.06 2.18 2.17 2.29 2.28 7 2.90 1.95 1.95 2.06 2.07 2.17 2.18 2.28 2.30

8 3.20 2.15 2.15 2.26 2.26 2.38 2.37 2.49 2.48 8 3.20 2.15 2.15 2.26 2.27 2.37 2.38 2.48 2.50

9 3.70 2.40 2.40 2.51 2.51 2.63 2.62 2.74 2.73 9 3.70 2.40 2.40 2.51 2.52 2.62 2.63 2.73 2.75

船舶供用係数(α)と就業時間別船員供用係数(β)（２ワッチ制） 船舶供用係数(α)と就業時間別船員供用係数(β)（２ワッチ制）

就業時間別の船員供用係数(β) 就業時間別の船員供用係数(β)

就業時間 16H 就業時間 18H 就業時間 20H 就業時間 22H 備 考 就業時間 16H 就業時間 18H 就業時間 20H 就業時間 22H 備 考
係 数 船舶供用係数 係 数 船舶供用係数

[超勤時間 0H] [超勤時間 2H] [超勤時間 4H] [超勤時間 6H] [超勤時間 0H] [超勤時間 2H] [超勤時間 4H] [超勤時間 6H]
ランク (α) ランク (α)

[深夜時間 1H] [深夜時間 3H] [深夜時間 4H] [深夜時間 6H] [深夜時間 1H] [深夜時間 3H] [深夜時間 4H] [深夜時間 6H]

船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員 船団長･高級船員 普通船員

1 1.65 1.21 1.21 1.35 1.34 1.47 1.47 1.61 1.60 1 1.65 1.21 1.21 1.34 1.35 1.46 1.48 1.59 1.62

2 1.80 1.31 1.31 1.45 1.44 1.57 1.57 1.71 1.70 2 1.80 1.31 1.31 1.44 1.45 1.56 1.58 1.69 1.72

3 2.05 1.46 1.46 1.60 1.59 1.72 1.72 1.86 1.85 3 2.05 1.46 1.46 1.59 1.60 1.71 1.73 1.84 1.87

4 2.25 1.61 1.61 1.75 1.74 1.87 1.87 2.01 2.00 4 2.25 1.61 1.61 1.74 1.75 1.86 1.88 1.99 2.02

5 2.45 1.71 1.71 1.85 1.84 1.97 1.97 2.11 2.10 5 2.45 1.71 1.71 1.84 1.85 1.96 1.98 2.09 2.12

6 2.65 1.81 1.81 1.95 1.94 2.07 2.07 2.21 2.20 6 2.65 1.81 1.81 1.94 1.95 2.06 2.08 2.19 2.22

7 2.90 1.96 1.96 2.10 2.09 2.22 2.22 2.36 2.35 7 2.90 1.96 1.96 2.09 2.10 2.21 2.23 2.34 2.37

8 3.20 2.16 2.16 2.30 2.29 2.42 2.42 2.56 2.55 8 3.20 2.16 2.16 2.29 2.30 2.41 2.43 2.54 2.57

9 3.70 2.41 2.41 2.55 2.54 2.67 2.67 2.81 2.80 9 3.70 2.41 2.41 2.54 2.55 2.66 2.68 2.79 2.82

注）1.別表－４における就業時間別船員供用係数（β）は、就業時間8H[超勤時間0H 深夜時間0H]の場合を除き、 注）1.別表－４における就業時間別船員供用係数（β）は、就業時間8H[超勤時間0H 深夜時間0H]の場合を除き、
平成29年3月から適用の割増対象賃金比をもとに算出された就業時間別船員供用係数（β）である。した 平成30年3月から適用の割増対象賃金比をもとに算出された就業時間別船員供用係数（β）である。した
がって、割増対象賃金比に変更があった場合は、下記「就業時間別船員供用係数（β）の算出式」をもと がって、割増対象賃金比に変更があった場合は、下記「就業時間別船員供用係数（β）の算出式」をもと
に別途算出するものとする。 に別途算出するものとする。

2.就業時間と超勤時間および深夜時間の関係が別表－４によらない場合についても、同様に、下記「就業時 2.就業時間と超勤時間および深夜時間の関係が別表－４によらない場合についても、同様に、下記「就業時
間別船員供用係数（β）の算出式」をもとに別途算出するものとする。 間別船員供用係数（β）の算出式」をもとに別途算出するものとする。

3.上記船員以外にも潜水士等も対象とする。 3.上記船員以外にも潜水士等も対象とする。

就業時間別船員供用係数(β)の算定式 就業時間別船員供用係数(β)の算定式
1 1

β＝β０＋ ×割増対象賃金比×(1.25×超勤時間数＋0.25×深夜時間数)÷ワッチ数 β＝β０＋ ×割増対象賃金比×(1.25×超勤時間数＋0.25×深夜時間数)÷ワッチ数
8 8

（小数３位四捨五入） （小数３位四捨五入）
ここに、

β ：時間外手当および深夜手当を考慮した船員供用係数 β ：時間外手当および深夜手当を考慮した船員供用係数
β０ ：就業８時間の場合の船員供用係数 β０ ：就業８時間の場合の船員供用係数

割増対象賃金比：労務単価に占める割増賃金の対象となる賃金の比率をいう。 割増対象賃金比：労務単価に占める割増賃金の対象となる賃金の比率をいう。
ただし、２ワッチにおける超過勤務時間数および深夜労働時間数は、２ワッチの ただし、２ワッチにおける超過勤務時間数および深夜労働時間数は、２ワッチの
合計の時間数とする。 合計の時間数とする。
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掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

単-11 ２．グラブ浚渫船 ２．グラブ浚渫船 改訂に伴う追加
①グラブ浚渫船（普通地盤用） 運転１日当り 就業１０時間 ①グラブ浚渫船（普通地盤用） 運転１日当り 就業１０時間

数 量 数 量

名 称 形状寸法 単位 鋼Ｄ 摘 要 名 称 形状寸法 単位 鋼Ｄ 摘 要
2.5‰ 5.0‰ 9.0‰ 15.0‰ 23.0‰ 2.5‰ 5.0‰ 9.0‰ 15.0‰ 23.0‰ 30.0‰
191kW 456kW 883kW 1,397kW 1,912kW 191kW 456kW 883kW 1,397kW 1,912kW 2,363kW

主 燃 料 重 油 Ａ � 269 642 1,243 1,967 2,692 主 燃 料 重 油 Ａ � 269 642 1,243 1,967 2,692 3,327

船 団 長 人 1×β 1×β 1×β 1×β 1×β 船 団 長 人 1×β 1×β 1×β 1×β 1×β 1×β

高級船員 〃 1×β 1×β 2×β 2×β 2×β 高級船員 〃 1×β 1×β 2×β 2×β 2×β 2×β

普通船員 〃 3×β 4×β 5×β 6×β 7×β 普通船員 〃 3×β 4×β 5×β 6×β 7×β 7×β

損 料 運 転 時間 8 損 料 運 転 時間 8

〃 供 用 日 α 〃 供 用 日 α

グラブ浚渫船（普通地盤用） 供用１日当り グラブ浚渫船（普通地盤用） 供用１日当り

数 量 数 量

名 称 形状寸法 単位 鋼Ｄ 摘 要 名 称 形状寸法 単位 鋼Ｄ 摘 要
2.5‰ 5.0‰ 9.0‰ 15.0‰ 23.0‰ 2.5‰ 5.0‰ 9.0‰ 15.0‰ 23.0‰ 30.0‰
191kW 456kW 883kW 1,397kW 1,912kW 191kW 456kW 883kW 1,397kW 1,912kW 2,363kW

船 団 長 人 1 1 1 1 1 船 団 長 人 1 1 1 1 1 1

高級船員 〃 1 1 2 2 2 高級船員 〃 1 1 2 2 2 2

普通船員 〃 3 4 5 6 7 普通船員 〃 3 4 5 6 7 7

損 料 供 用 日 1 損 料 供 用 日 1
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掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

単-30 ２０．安全監視船 ２０．安全監視船 改訂に伴う追加
安全監視船 運転１日当り 就業８時間 安全監視船 運転１日当り 就業８時間

数 量 数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要

FRP Ｄ 70PS型 3.0t 51kW FRP Ｄ 180PS型 FRP Ｄ 260PS型
10.0t 132kW 15.0t 191kW

主 燃 料 重 油 Ａ � 14
主 燃 料 重 油 Ａ � 37 53

高 級 船 員 人 1×β
高 級 船 員 人 1×β 1×β

普 通 船 員 〃 1×β
普 通 船 員 〃 1×β 1×β

損 料 運 転 日 1
損 料 運 転 日 1

〃 供 用 〃 α
〃 供 用 〃 α

注）安全監視船の損料は交通船を準用する。
注）安全監視船の損料は交通船を準用する。

安全監視船 運転１日当り 就業１０時間 安全監視船 運転１日当り 就業１０時間

数 量 数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要

FRP Ｄ 70PS型 3.0t 51kW FRP Ｄ 180PS型 FRP Ｄ 260PS型
10.0t 132kW 15.0t 191kW

主 燃 料 重 油 Ａ � 18
主 燃 料 重 油 Ａ � 49 70

高 級 船 員 人 1×β
高 級 船 員 人 1×β 1×β

普 通 船 員 〃 1×β
普 通 船 員 〃 1×β 1×β

損 料 運 転 日 1
損 料 運 転 日 1

〃 供 用 〃 α
〃 供 用 〃 α

注）安全監視船の損料は交通船を準用する。
注）安全監視船の損料は交通船を準用する。

安全監視船 運転１日当り 就業２２時間 安全監視船 運転１日当り 就業２２時間

数 量 数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要

FRP Ｄ 70PS型 3.0t 51kW FRP Ｄ 180PS型 FRP Ｄ 260PS型
10.0t 132kW 15.0t 191kW

主 燃 料 重 油 Ａ � 37
主 燃 料 重 油 Ａ � 98 141

高 級 船 員 人 2×β 2ﾜｯﾁ
高 級 船 員 人 2×β 2×β 2ﾜｯﾁ

普 通 船 員 〃 2×β 〃
普 通 船 員 〃 2×β 2×β 〃

損 料 運 転 日 1
損 料 運 転 日 1

〃 供 用 〃 α
〃 供 用 〃 α

注）安全監視船の損料は交通船を準用する。
注）安全監視船の損料は交通船を準用する。

単-38 ４１．クラムシェル ４１．クラムシェル 誤字の修正
クラムシェル（油圧ロープ式） 運転１日当り 就業８時間 クラムシェル（油圧ロープ式） 運転１日当り 就業８時間

数 量 数 量

名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要
平積 0.6‰ 平積 1.0‰ 平積 0.6‰ 平積 1.0‰

109kW 113kW 109kW 113kW

主 燃 料 軽 油 � 107 107 主 燃 料 軽 油 � 105 109

運 転 手 ( 特 殊 ) 人 1 1 運 転 手 ( 特 殊 ) 人 1 1

損 料 運 転 時間 6.3 6.3 損 料 運 転 時間 6.3 6.3

〃 供 用 日 1.50 1.50 〃 供 用 日 1.50 1.50



- 41 - (追加) -

平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表
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単-46
６４.バイブロハンマ用ウォータージェット ６４.バイブロハンマ用ウォータージェット

①ウォータージェット 運転１日当り（鋼矢板打設・陸上施工） ①ウォータージェット 運転１日当り（鋼矢板打設・陸上施工）

数 量 数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要

14.7MPa 325L/min 100kW 14.7MPa 325L/min 100kW

主 燃 料 軽 油 ç 110 指定事項 主 燃 料 軽 油 ç 120 指定事項

損料(換算) 供 用 日 1.30 指定事項 損料(換算) 供 用 日 1.30 指定事項

注）損料(換算)は、損料算定基準の参考欄の供用１日当り換算損料を使用する。 注）損料(換算)は、損料算定基準の参考欄の供用１日当り換算損料を使用する。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

単-61 １７．安全監視船 追加
安全監視船 運転１日当り 就業８時間

数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要

FRP Ｄ 180PS型 FRP Ｄ 260PS型
10.0t 132kW 15.0t 191kW

主 燃 料 重 油 Ａ � 37 53

高 級 船 員 人 1×β 1×β

普 通 船 員 〃 1×β 1×β

損 料 運 転 日 1

〃 供 用 〃 α

現場管理費 式 1

一般管理費 〃 1

注）安全監視船の損料は交通船を準用する。
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

単－８
２）陸上機械の運転時間 ２）陸上機械の運転時間

機 種 規 格 運転時間（h） 摘 要 機 種 規 格 運転時間（h） 摘 要

ト ラ ッ ク ク レ ー ン 賃料を対象 7.0 ト ラ ッ ク ク レ ー ン 賃料を対象 7.0

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 油圧駆動式、賃料を対象 7.0 ク ロ ー ラ ク レ ー ン 油圧駆動式、賃料を対象 7.0

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン 賃料を対象 7.0 ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン 賃料を対象 7.0

ク ロ ー ラ 式 杭 打 機 油圧 6.2 ク ロ ー ラ 式 杭 打 機 油圧 6.2

クローラ式サンドパイル打 バイブロ式 6.0 クローラ式サンドパイル打機 バイブロ式 6.0
機

ペーパードレーン施工機 6.9 ペーパードレーン施工機 6.9

4.7 4.7
ト ラ ッ ク ト ラ ッ ク

クレーン付 5.8 クレーン付 5.8

ト レ ー ラ 15～70ｔ積 6.3 ト レ ー ラ 15～70ｔ積 6.3

3ｔ級、15ｔ級 5.0 3ｔ級、15ｔ級 5.0

21ｔ級、32ｔ級 6.5 21ｔ級、32ｔ級 6.5
ブ ル ド ー ザ ブ ル ド ー ザ

湿地16ｔ級 5.0 湿地16ｔ級 5.0

湿地20ｔ級 6.5 湿地20ｔ級 6.5

ク ロ ー ラ ロ ー ダ 4.7 ク ロ ー ラ ロ ー ダ 4.7

0.8ｍ３、1.2ｍ３、 0.8ｍ３、1.2ｍ３、
4.7 4.7

ホ イ ー ル ロ ー ダ 1.9～2.1ｍ３ ホ イ ー ル ロ ー ダ 1.9～2.1ｍ３

5.0 3.1～3.3ｍ３ 5.0 3.1～3.3ｍ３

ダ ン プ ト ラ ッ ク 5.9 ダ ン プ ト ラ ッ ク 5.9

バ ッ ク ホ ウ 6.3 バ ッ ク ホ ウ 6.3

ク ラ ム シ ェ ル 6.3 ク ラ ム シ ェ ル 6.3

モ ー タ グ レ ー ダ 油圧式 5.4 モ ー タ グ レ ー ダ 油圧式 5.4

タ イ ヤ ロ ー ラ 5.4 タ イ ヤ ロ ー ラ 5.4

ロ ー ド ロ ー ラ 5.1 ロ ー ド ロ ー ラ 5.1

ハンドガイド式 4.9 ハンドガイド式 4.9

振 動 ロ ー ラ 搭乗式 タンデム型 4.3 振 動 ロ ー ラ 搭乗式 タンデム型 4.3

搭乗式コンバインド型 4.0 搭乗式コンバインド型 4.0

アスファルトフィニッシャ クローラ型 5.0 アスファルトフィニッシャ クローラ型 5.0

コンクリートフィニッシャ 5.7 コンクリートフィニッシャ 6.4

コンクリートスプレッダ 5.3 コンクリートスプレッダ 6.0

コ ン ク リ ー ト レ ベ ラ 5.7 コ ン ク リ ー ト レ ベ ラ 6.4

イ ン ナ バ イ ブ レ ー タ 5.7 イ ン ナ バ イ ブ レ ー タ 5.7

散 水 車 5.5 散 水 車 5.5

コ ン ク リ ー ト ポ ン プ 車 6.9 コ ン ク リ ー ト ポ ン プ 車 6.9
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平成３０年度 港湾請負工事積算基準 対比表

掲 載 頁 現行（旧） 改定（新） コメント

単－４０

４８．コンクリートフィニッシャ ４８．コンクリートフィニッシャ
コンクリートフィニッシャ 運転１日当り 就業８時間 コンクリートフィニッシャ 運転１日当り 就業８時間

数 量 数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要

3.0～7.5ｍ 33kW 3.0～7.5ｍ 33kW

主 燃 料 軽 油 ç 23 主 燃 料 軽 油 ç 26

運 転 手 ( 特 殊 ) 人 1 運 転 手 ( 特 殊 ) 人 1

損 料 運 転 時間 5.7 損 料 運 転 時間 6.4

〃 供 用 日 1.83 〃 供 用 日 2.00

４９．コンクリートスプレッダ ４９．コンクリートスプレッダ
コンクリートスプレッダ 運転１日当り 就業８時間 コンクリートスプレッダ 運転１日当り 就業８時間

数 量 数 量

名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要
ブレード式 3.0～7.5ｍ ボックス式 3.0～7.5ｍ ブレード式 3.0～7.5ｍ ボックス式 3.0～7.5ｍ

33kW 57kW 33kW 57kW

主 燃 料 軽 油 ç 21 37 主 燃 料 軽 油 ç 24 42

運 転 手 ( 特 殊 ) 人 1 1 運 転 手 ( 特 殊 ) 人 1 1

損 料 運 転 時間 5.3 5.3 損 料 運 転 時間 6.0 6.0

〃 供 用 日 1.83 1.83 〃 供 用 日 2.00 2.00

５０．コンクリートレベラ ５０．コンクリートレベラ
コンクリートレベラ 運転１日当り 就業８時間 コンクリートレベラ 運転１日当り 就業８時間

数 量 数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要

3.0～7.5ｍ 18kW 3.0～7.5ｍ 18kW

主 燃 料 軽 油 ç 13 主 燃 料 軽 油 ç 14

運 転 手 ( 特 殊 ) 人 1 運 転 手 ( 特 殊 ) 人 1

損 料 運 転 時間 5.7 損 料 運 転 時間 6.4

〃 供 用 日 1.83 〃 供 用 日 2.00

単－４１

５５．コンクリート簡易仕上機 ５５．コンクリート簡易仕上機
コンクリート簡易仕上機 運転１日当り 就業８時間 コンクリート簡易仕上機 運転１日当り 就業８時間

数 量 数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要

3.5～5.0ｍ 4kW 3.5～5.0ｍ 4kW

主 燃 料 軽 油 ç 3 主 燃 料 軽 油 ç 3

損 料 運 転 日 1 損 料 運 転 日 1

〃 供 用 〃 1.83 〃 供 用 〃 2.00


